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本報は，高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発のうち，深地層の科学的研究の

一環として実施している地質環境の長期安定性に関する研究について，第 3 期中長期目標期間（平成
27年度～平成 33年度）における平成 28年度に実施した研究開発に係る成果を取りまとめたものである。
第 3 期中長期目標期間における研究の実施にあたっては，最終処分事業の概要調査や安全審査基本
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評価モデルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの枠組みで進めている。本報では，それぞれの研
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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地殻変動や火成活動が活発であ

ることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」に「性能に

余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)：以下，「第

2 次取りまとめ」）。すなわち，第一に自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な隔離機
能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や想定さ

れるそれらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全性を

確認することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運動に

伴う岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻変動

等によって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評価し

ておくことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988 年より「深地層の
科学的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発（地質環境の長期安定性に関する研究）

を進めてきた。 

このうち，1999年 11月に報告した第 2次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報
や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関す

る全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以
降については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や実施

主体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分法に定められ

た最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2 次取りまとめ
やその評価（例えば，原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会, 20004)；OECD/NEA, 19995)）の

過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに，2002年には原子力安全委員
会から文献調査段階の予定地の選定に係る要件となる「高レベル放射性廃棄物の概要調査地区選定

段階において考慮すべき環境要件について」6)（以下，「環境要件」）が示されたが，実施主体ではこれら

を受けて「概要調査地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構, 20027)）（以下，「考慮事項」）

を公表した。その一方で，「高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて」（総合資

源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射性廃棄物処理・処

分に係る規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小
委員会, 20099)）等により，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研究開発を進めてい

く上での方向性や研究課題がさらに明確にされてきた。 

しかしながら，2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び福島第一原子力発電所の事
故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化した。

「今後の高レベル放射性廃棄物地層処分に係る取組ついて（見解）」（原子力委員会, 201210)）では，「高

レベル放射性廃棄物の処分に関する取組について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏まえ，現段階

での地球科学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研究し，その成

果を国民と共有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」

（原子力委員会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，十分に安全を

確保していくことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背
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景のもと，総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワー

キンググループを設置し，専門家による地層処分技術の再評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，

「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分
科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地

層処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域が我が国にも存在することが改めて示された。しか

しながら，地層処分の技術的信頼性を向上させるため，今後の地層処分事業の取り組みと平行した研究

開発の必要性も併せて示された。 

これらの背景や状況，第 2期中期目標期間（平成 22年度～平成 26年度）における研究開発の成果，
さらには関係研究機関や大学等で行われている研究の動向等も踏まえて，「地質環境の長期安定性に

関する研究」基本計画－第 3 期中長期計画 14)を策定した。現時点において国による申し入れや応募等

もなされておらず，特定の地質やサイト（テクトニックセッティング）が選定されていないことから，第 3 期中
長期計画においてはこれまでに引き続き，高レベル放射性廃棄物の地層処分事業における概要調査や

国の安全規制における安全審査基本指針等の検討・策定に研究成果を反映できるよう，概要調査等に

必要となる，①自然現象に関する過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調

査技術の開発・体系化），変動シナリオを考慮した安全評価の基盤となる，②将来の自然現象に伴う地

質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの開発）のほか，③最先

端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年技術の高度化（年代測

定技術の開発）の 3 つのカテゴリーで研究開発を進めている。本報は，これら 3 つのカテゴリーに従い，
第 3期中長期目標期間の 2 年目である平成 28 年度の研究成果を取りまとめた報告書であり，それぞれ
の研究において科学的・技術的背景を解説するとともに，課題を克服するための実施内容，研究成果，

今後の課題等について報告する。 

 

参考文献 

1) 核燃料サイクル開発機構, わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性—地
層処分研究開発第 2次取りまとめ—総論レポート, JNC TN1400 99-020, 1999, 634p. 

2) 核燃料サイクル開発機構, わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性—地
層処分研究開発第 2次取りまとめ—分冊 1わが国の地質環境, JNC TN1400 99-021, 1999, 559p. 

3) 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（平成 12年法律第 117号）, 2000. 

4) 原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会, 我が国における高レベル放射性廃棄物地層処
分研究開発の技術的信頼性の評価, 2000, 32p. 

5) OECD/NEA, International Peer Review of the Main Report of JNC’s H12 Project to Establish the 
Technical Basis for HLW Disposal in Japan, NEA/RWM/PEER(99)2, 1999. 

6) 原子力安全委員会, 高レベル放射性廃棄物の概要調査地区選定段階において考慮すべき環境
要件について, 2002, 21p. 

7) 原子力発電環境整備機構, 概要調査地区選定上の考慮事項, 2002, 27p. 

8) 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 高レベル放射性廃棄
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物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて, 2003, 108p. 

9) 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 放射性廃棄物処理・
処分に係る規制支援研究（平成 22年度～平成 26年度）について, 2009, 40p. 

10) 原子力委員会, 今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組について（見解）, 2012, 9p. 

11) 日本学術会議, 高レベル放射性廃棄物の処分について, 2012, 36p. 

12) 原子力委員会, 今後の原子力研究開発の在り方について（見解）, 2012, 15p. 

13) 総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会地層処分技術ワーキンググル
ープ, 最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地質環境特性および地質環境の長期
安定性について－, 2014, 61p. 

14) 梅田浩司, 安江健一, 國分（齋藤）陽子, 丹羽正和, 浅森浩一, 藤田奈津子, 清水麻由子, 島田
顕臣, 松原章浩, 田村 肇, 横山立憲, 渡邊隆広, 徳安佳代子, 濱 友紀, 「地質環境の長期安定
性に関する研究」基本計画－第 3 期中長期計画（平成 27 年度～平成 33 年度）, JAEA-Review 
2015-012, 2015, 43p. 
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2. 研究成果の概要 

調査技術の開発・体系化においては，候補地が有する地質環境が最終処分法による段階的な処分

地の選定要件や原子力安全委員会による環境要件等に適合するか否かを判断するための情報（データ）

を，概要調査等を通じて取得するための技術基盤を整備することを目的とする。本報では，この調査技

術の開発・体系化として進めている次の研究開発課題について報告する。 

① 「断層の活動性に係る調査技術」 
② 「地殻構造の高空間分解能イメージング技術」 
③ 「深部流体の分布に関する調査技術」 

①「断層の活動性に係る調査技術」では，断層の活動性評価の鍵となるような断層内物質の特徴を抽

出するため，人工試料による断層運動を模擬した高速摩擦試験に着手した。②「地殻構造の高空間分

解能イメージング技術」では，地殻深部までの探査が可能な地磁気・地電流（MT）法について，比抵抗
構造解析の精度低下の原因となる直流電車ノイズを観測データから除去する手法を検討し，連続ウェー

ブレット変換を用いたデータ処理手法が有効である可能性を示した。③「深部流体の分布に関する調査

技術」では，九州地方の前弧域を事例として，MT 法により二次元比抵抗構造を推定するとともに，地震

波トモグラフィによって推定された三次元地震波速度構造との対比を通じて前弧域における深部流体賦

存域の分布やその成因について検討し，スラブの脱水に関連する深部流体賦存域の形成や分布には，

沈み込むスラブの年代が関与している可能性を示した。 

長期予測・影響評価モデルの開発では，自然現象を発端とする様々な地質環境への影響に係るシナ

リオについて，そのシナリオの発生可能性や地質環境の変動幅を予測結果に内在する不確実性を含め

て示すための手法の整備を目的としている。これらは，変動シナリオを考慮した安全評価と密接に関連

する。本報では，長期予測・影響評価モデルの開発として進めている次の研究開発課題について報告

する。 

① 「稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術」 
② 「時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術」 

①「稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術」では，2011 年東北地方太平洋沖地震に
伴って活動を開始した群発地震の活動域を事例とした地殻変動シミュレーションにより，その発生や周囲

で生じる応力場や隆起には深部流体の存在が関与している可能性を示した注 1)。②「時間スケールに応じ

た地圏環境変動の予測技術」では，九州南部のせん断帯を事例とした三次元地殻変動シミュレーション

により，測地観測によって推定された局所的な地殻変動が定性的に再現できることを確認した。これらの

成果は，地殻内の粘弾性不均質がその周辺の局所的な地殻変動に関与していることを示唆するとともに，

地殻変動シミュレーションにはそれらを考慮することが有効であるとの見通しが得られた注 1)。 

年代測定技術の開発では，将来予測の科学的基盤となる過去の断層運動・火成活動が発生した時期

や隆起・侵食の速度等を精度良く把握するための放射年代測定法を含めた編年技術を整備することを

目的としている。本報では，年代測定技術の開発として進めている次の研究開発課題について報告す

る。 

 
注 1) 本課題では，平成28年度地層処分技術調査等事業として，経済産業省資源エネルギー庁から原子力機構が受託して実施した成果
（原子力機構, 20171)）の一部を使用した。 
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① 「ウラン系列放射年代測定法の実用化」 
② 「光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化」 
③ 「アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法の実用化」 
④ 「希ガス同位体を用いた地下水年代測定法の実用化」 
⑤ 「高分解能のテフラ同定手法の開発」 
⑥ 「地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化」 

①「ウラン系列放射年代測定法の実用化」では，ジルコン試料 FC1のU-Pb年代測定を通じて，レーザ
ーアブレーション付きマルチコレクター誘導結合プラズマ（LA-ICP）質量分析計による U-Pb 年代測定の
妥当性を確認し，その測定手法を整備した注 1)。②「光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化」では，
河川堆積物とその後背地の岩体との関係が比較的明瞭な地域の基盤岩を事例対象とした OSL及び TL
信号特性の比較を通じて，堆積物中の石英に最適な OSL 年代測定法の整備に向けた検討を進めた注 1)。

③「アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法の実用化」では，より高精度な 26Al 年
代測定を行うための試料調製法の改良やビームの安定化に関する検討のほか，36Cl 年代測定法の整備
に向けた情報収集及び装置構成に関する仕様の検討を進めた。④「希ガス同位体を用いた地下水年代

測定法の実用化」では，試料採取容器と模擬地下水として作製した標準水試料を用いて，地下水試料

の精製，分離及び測定の手順を確立した注 1)。⑤「高分解能のテフラ同定手法の開発」では，鮮新－更新

世テフラカタログの整備に向けて，北海道～東北地方のテフラ等の既存試料を用いた分析を進め，それ

らの特徴と火山ガラス主成分元素組成を整理した。⑥「地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析

手法の高度化」では，年代測定法の高度化として 14C と 10Be 測定の前処理手法の改良，化学分析手法
の高度化としてキレート樹脂による微量元素濃縮手法と妨害元素除去方法の改良を実施した注 1)。 

 

参考文献 

1) 日本原子力研究開発機構, 平成 28 年度 地層処分技術調査等事業 報告書, 経済産業省資源エ
ネルギー庁, 2017, http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/rw/library/20
16/28fy_tyoukianteisei-1.pdf （参照：2018年 6月 22日）. 
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3. 平成 28年度の研究成果 

3.1 調査技術の開発・体系化 

3.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

(1) はじめに 

断層の活動性評価として最も受け入れられている手法は，断層を被覆する堆積物の年代を放射性炭

素年代測定やテフラ分析等によって明らかにし，堆積物と断層との切断関係から，断層の最新活動時期

を推定する手法（上載地層法）である。しかし，ボーリングや坑道等の掘削によって地下で遭遇した基盤

岩中の断層のように，断層の最新活動時期を制約する被覆層との関係が明らかでない場合，上載地層

法によって断層の活動性を評価することが困難となる。本研究では，そのような断層にも適用できる活動

性評価手法の確立を目的として，断層内物質（断層岩や割れ目充填鉱物等）の構造地質学，鉱物学，

地球化学，年代学的解析に基づく検討を行う。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

Spray（1987）1)により高速・大変位という条件の下での岩石の摩擦実験が開始されて以降，断層運動と

物質変化の関係を明らかにするための試みが行われてきた。Spray（1987）1)の研究は，変輝緑岩

（metadolerite）を用いて高速かつ大変位条件下で摩擦実験を行い，摩擦熔融で形成された実験試料に
おいて，天然のシュードタキライトの組織及び組成上の特徴をほぼ再現するものであった。 

その後，嶋本・堤（1994）2)によって，摩擦加熱やそれに伴う熔融が断層の力学的性質に与える影響を

調べる目的で新しい回転式高速摩擦試験機が開発されて以降，断層における「すべり軟化」（数 cmから
数十 cm以上に達するすべりを伴いながら摩擦係数が著しく低下する現象）や，「速度弱化」（すべり速度
が数 cm/sに達すると急激に摩擦強度が減少する現象）が確認されたこと（例えば，Di Toro et al., 20113)）

をはじめ，多くの研究成果が生み出された。 

断層運動に伴う物質変化を，天然と実験の両方で捉えた研究も報告されている。例えば Boutareaud et 
al. （2008）4)は，高速条件下ですべり軟化を経験した断層岩の内部に，細粒な破砕岩片・鉱物片の周り

を粘土質物質が同心円状に取り囲んだ雪だるま様の組織（clay-clast aggregates, CCA）が存在することを
報告した。そして，これと同様の組織が台湾の車籠埔断層（1999 年の台湾集集地震によって活動したと
される断層）の断層内物質に認められることが明らかになった（Boullier et al., 20095)）。後に，CCA は

mm/sオーダーの低速のすべりでも生じることが報告されている（Han and Hirose, 20126)）。 

一方，断層運動に伴う鉱物組成の変化の例として，大橋・小林 （2008）7)は，跡津川断層系の牛首断

層において断層ガウジ中に石墨（グラファイト）が濃集していることを発見し，後に摩擦実験に基づき，炭

素を含む鉱物が断層運動によってグラファイト化し得ることを示した（Oohashi et al., 20118)）。 

清水ほか（2015）9)は，活断層の断層岩の鉱物学的・地球化学的特徴を明らかにすることを目的として，

六甲淡路断層帯を構成する五助橋断層から採取された試料を用いて X 線顕微鏡（XGT）や電子プロー
ブマイクロアナライザ（EPMA）を用いた元素マッピング等の化学分析を行った。その結果，一部の岩片・
鉱物を取り囲むような局所的な Mn の濃集を確認した。清水ほか（2015）9)はこの結果について，断層岩

の全岩化学組成のデータからは Mn の濃集が捉えられないことを踏まえ，この濃集は流体移動によって
外部から新しく Mnが付加したものではなく，断層運動に伴うMn含有鉱物（例えば，黒雲母等）の破砕・

- 6 -

JAEA-Research 2018-008



 

変質によって溶脱した Mn が局所的に濃集したと考察した。断層岩における Mn の濃集については，大
谷ほか（2012, 2014）10) 11)による報告例があり，断層の活動性評価の指標となる可能性を指摘している。こ

れを検証するためには，熱水活動や風化等の断層運動以外のメカニズムによる類似の現象との区別が

必要である。 

CCA の形成のような岩石組織の変化，グラファイト形成等の鉱物組成の変化，Mn 濃集等の化学組成
変化といった現象と断層運動に伴う破砕との相関関係について検証するためには，断層内物質の模擬

試料に対して高速摩擦試験を行い，どのような条件でこれらの現象が再現されるかを確認することが有

効な手段の一つとなり得る。 

 (3) 実施内容・結果 

本研究では，断層内物質を模擬するように鉱物組成を調整した人工試料に対して断層運動を模擬し

た高速摩擦試験を実施した。試験後の断層内物質の組織観察や化学分析を行うことにより，実際の断層

に対する活動性評価の鍵となるような特徴を捉えることを目指す。高速摩擦試験には，山口大学の回転

式高速剪断摩擦試験機（嶋本・堤, 19942)）を用いた（図 3.1.1-1）。 

天然の断層内物質は様々な種類の鉱物を含んでいる場合が多く，これをそのまま再現するように人工

試料を調製すると，断層運動とそれに伴う変化の因果関係を特定することが困難になることが想定される。

そのため，実験系を極力単純にする目的で，本研究では石英と黒雲母の 2 種類の鉱物の標準試料を混
合することにより断層内物質の模擬試料を調製した。黒雲母は Mn を含む主要造岩鉱物の一つであり，
前述の断層岩における Mn の濃集の様子が検証できることが期待される。また，高速摩擦試験では断層
内物質に蒸留水や標準液を添加することで含水条件の試験も行った。今回添加する標準液は，

1000mg/L の Mn 標準液とした。標準液を添加する目的は，断層中の水の組成の違いが断層運動に伴う
断層内物質の化学的変化に及ぼす影響を明らかにすることである。辻ほか（1997）12)によれば，清水ほか

（2015）9)の試料採取地域である六甲淡路断層帯周辺に湧出する有馬型温泉水の Mn 濃度は高くても
100 mg/Lに満たないが，今回はそれよりも高濃度の1000 mg/L Mn標準液を用いることとした。これは，ま
ず極端な条件下での実験を行うことにより，化学的変化を把握しやすくするためである。また，天然の断

層中に存在する水には様々な元素が含まれているが，鉱物組成と同様，断層運動とそれに伴う変化の

因果関係を特定しやすくする目的で，1 元素のみの標準液を添加することとした。断層内物質を挟む岩
石（母岩）には，清水ほか（2015）9)で対象とした断層の母岩である花崗岩に加え，砂岩も用いることとした。

これにより母岩の透水性による変化の違いを検討できると考えられる。回転速度は地震性すべりを想定し

た速度，軸圧は地表付近の断層を想定した大きさとした。以上のような条件をそれぞれ変化させて様々

なパターンの高速摩擦試験を行った（表 3.1.1-1）。 

試験後に試料を回収し，母岩の間に樹脂を注入して断層内物質を固定した上で薄片を作製した（図

3.1.1-2）。薄片作製の際は，全ての試料について，母岩の断面の中心から 8 mmの箇所で断層面に垂直
に切断した。作製した薄片に対して，偏光顕微鏡や走査型電子顕微鏡による観察を実施した。清水ほか

（2015）9)で確認された断層岩の Mn の濃集部分は，偏光顕微鏡（オープンニコル）で観察すると暗褐色
〜黒色であることから，本研究では作製した薄片に対して初めに偏光顕微鏡観察を行い，類似した組織

を探索した。また，その他の変形構造や変色の見られる箇所にも着目して観察を実施した。その結果，

表 3.1.1-1のNo.22の試験後の試料において，模擬の断層内物質の中に図 3.1.1-3aのような周囲が暗褐
色～黒色を呈する石英粒子が認められた。この試験は，断層内物質として石英と黒雲母を質量比 1:1 で
混合したものを，また母岩として花崗岩を用い，1000 mg/LのMn標準液を 1mL添加した上で，すべり速
度 1.0 m/s，垂直応力 3 MPa，変位量 10 m という条件の下で行ったものである。図 3.1.1-3aに示す組織
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の反射電子組成像（図 3.1.1-3b）からは，石英粒子の周囲に石英中の元素よりも原子番号の大きい元素
を含む物質が存在していることが確認できた。このことから，この石英粒子の周囲には破砕した黒雲母が

付着している可能性がある。このような組織は，上述の既往研究（Boutareaud et al., 20084); Boullier et al., 
20095)など）で確認されている CCAに非常によく類似している。 

 (4) 主な成果と課題 

今年度は，高速摩擦試験を実施し，試験後の試料の一部に対して偏光顕微鏡や電子顕微鏡による組

織観察を行った。その結果，天然の断層内物質で報告されているCCAに類似した組織の形成が確認で
きた。今後は他の試料に対しても試料の観察や分析を進め，CCAが形成される条件について考察し，断
層が地震性すべりを経験したことの証拠となりうるか否かについて検討を進めていく予定である。もし地

震性すべりの証拠とすることができれば，断層の活動履歴に制約を与えることができる可能性がある。ま

た，実際に露頭から採取した天然の断層内物質に対する実証試験も今後の課題である。 
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図 3.1.1-1 回転式高速剪断摩擦試験機と，本研究における試料のセット方法の概要 
 

表 3.1.1-1 高速摩擦試験の実験条件 

 

（嶋本・堤, 19942)） 
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図 3.1.1-2 高速摩擦試験後の試料とその薄片 

 

 

図 3.1.1-3周囲が暗褐色～黒色の石英粒子(a)と，その反射電子組成像(b) 

 

 

  

(a) (b) 
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3.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 

(1) はじめに 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，マグマ活動）

の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下深部における震源断層や

流体（溶融体を含む）等の存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が必要となる。特に，地

殻中部に存在する微小地震の集中域や地殻深部に流体等が存在するような領域の付近では，将来の

活動によって，地殻浅所まで破断が進展することやそれに伴って地下深部の流体が流入する可能性も

考えられるため，ここでは，これらに関連する地下深部の不均質構造を把握するための技術基盤の整備

を進める。 

一般に，断層の地下構造（地下の断層形状）を調査する際には，反射法地震探査をはじめとした地球

物理学的手法が主に用いられる。反射法地震探査による断層形状の把握に関する調査研究は精力的

に行われており，浅層反射法をはじめとして地殻深部までを対象とした大規模な地震探査によって，詳

細な地殻構造が明らかにされてきた（例えば，佐藤ほか, 20051)）。ここで，反射法地震探査では，音響イ

ンピーダンス（弾性波速度と密度の積）が大きく変化する境界で生じた反射波を捉えるため，その分布は

主として地層境界等の物質境界を反映している。しかしながら，このような物質境界は力学的な境界であ

る活断層とは必ずしも合致しない場合が少なくないとの指摘もある（中田, 20082)）。一方，主に物質の状

態（温度や空隙率，飽和度等）に伴って変化する物性の空間分布（地震波速度分布，比抵抗分布）を捉

える地震波トモグラフィーやMT法を用いた地殻構造の推定によって，地表に顕著な変位をもたらした内
陸地震の震源域に流体の存在を示唆する不均質が見出されており，これらの地震の発生や断層運動に

対する地殻内流体の寄与が指摘されている（例えば，Thurber et al., 19973)；Unsworth et al., 19974)；Zhao 
and Negishi, 19985)；Umeda et al., 20116)）。 

2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻応力場の変化によって火山下のマグマ溜りが変形し，これ
に伴った顕著な地殻変動（沈降）が観測された（Takada and Fukushima, 20137)）。このことは，局所的な地

殻変動には，その場の応力状態のみならず地下深部のマグマや深部流体等に起因する地殻の変形・流

動特性（レオロジー）の不均質が存在することを示唆する。沈み込み帯である日本列島の内陸地震は，

マントルウェッジから上昇してきた流体が下部地殻の強度を低下させ，その上の地殻に応力が集中して

破壊が生じるとのモデルが提唱されている（Iio et al., 20028)）。さらに，これらの流体によって下部地殻の

みならず上部地殻も局所的に非弾性変形が生じるため，地殻全体としての変形を一様化する過程で非

弾性変形領域の周辺で大きな内陸地震が発生すると考えられている（Hasegawa et al., 20059)）。このため，

将来のマグマ活動のみならず地殻変動や地殻内で生じる断層運動といった自然現象に伴う潜在的なリ

スクを評価・低減するためには，地殻内の不均質を高い空間分解能で精度良く推定するための調査技

術が必要である。そのため平成 28年度は，深部物性の二次元あるいは三次元的な空間分布を推定する
手法として国内における汎用性が比較的高く，地殻深部までの探査が可能な MT 法について，連続ウェ
ーブレット変換によるMT法データ処理の検討を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

MT 法は，自然電磁場の観測を行い，磁場変動に対する電場変動の比（インピーダンス）を測定するこ
とによって地下深部の比抵抗分布を推定する手法である。比抵抗とは，岩石の状態を反映してオーダで

変化する物性値であり，空隙率が高く，水等の流体を含む岩石は低比抵抗を示す。また，MT 法は地殻
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深部もしくは上部マントルまでの領域を対象とすることが可能であることや，二次元解析のほか，三次元

解析手法も開発されていることから（例えば，Ogawa and Uchida, 199610)；Sasaki, 200411)；Siripunvaraporn 
et al., 200512)），特に流体の存在に関わる地殻内物性の不均質の解明に用いられてきた。このうち，

Mitsuhata et al. （2001）13)によって推定された 1962年宮城県北部地震の震源域における二次元比抵抗
分布によると，面状に分布する微小地震分布から推測される震源断層を境に比抵抗が顕著に変化し，

震源断層の下位に流体の存在を示唆する低比抵抗体が見出されている。さらに，Ichihara et al. （2011）
14)は，日本海東縁ひずみ集中帯の庄内平野東縁断層帯を横断する二次元比抵抗分布を推定し，反射

法地震探査等から推定される断層の傾斜と調和的な東に傾斜する低比抵抗体の存在を明らかにし，

1894 年庄内地震による断層運動に伴い流体が連結した状態を表している可能性を示唆した。近年では，
MT 法によって推定した比抵抗を用いて，地殻深部における流体の化学的特性（塩分濃度）を議論する

といった事例も報告されている（Shimojuku et al., 201415)；Sakuma and Ichiki, 201616)）。 

しかしながら，MT 法は微弱な自然電磁場の変動を観測することから，観測地域周辺に強い電気的人

工ノイズがあるような場合はその影響を受けてしまい，安定的に高品質のデータを取得するのが難しい手

法である。特に自然信号強度が相対的に弱い 1Hz～0.1Hzのデッドバンドと呼ばれる周波数帯やそれ以
下の低周波数帯ではデータが低品質になるケースが多く，地下深部の比抵抗分布を推定する上で大き

な障害となっている。従来，MT 法では自然電磁場の時系列をスペクトルに変換する方法として短時間フ
ーリエ変換が使用されてきた。短時間フーリエ変換を使うことにより，電場・磁場各成分のスペクトルの時

間変化が求められ，ノイズ時間帯のスペクトルの削除や非ノイズ時間帯のスペクトルの平均化を行うこと

により最終的に得られるスペクトルの推定精度の向上を図ってきた。しかし，短時間フーリエ変換はスペク

トルの時間分解能と周波数分解能を両立できない問題がある。これに対し，連続ウェーブレット変換は時

間分解能と周波数分解能を両立でき，非定常な信号における微細な不連続変動を捉えることができる等，

短時間フーリエ変換よりも優れた時間周波数解析の手法である。Garcia et al. （2008）17)は連続ウェーブ

レット変換を 1～10000Hz 前後の高周波数の自然電磁場を利用する AMT（Audio-frequency 
magnetotelluric）法のデータに適用し，AMT法のデッドバンドと呼ばれる1000Hz付近の周波数帯のデー
タ品質の改善を報告している。また，Larnier et al. （2016）18)は 2種類のマザーウェーブレットを使った連
続ウェーブレット変換を MT 法データに適用し，既存の MT データ処理プログラム BIRRP（Chave and 
Thomson, 200419)）との結果の整合性を報告している。このように海外では連続ウェーブレット変換を

AMT 法・MT 法に適用した報告はいくらか見受けられるものの，国内に至っては連続ウェーブレット変換
を AMT法・MT 法に適用した報告例はなく，少なくとも実用化されていない現状がある。そこで本研究で
は連続ウェーブレット変換をMT法データに適用し，従来から使用されている短時間フーリエ変換の結果
との比較を試み，連続ウェーブレット変換の適用性を検討した。 

(3) 実施内容・結果 

周期性を持った任意の時間関数は三角関数の和で表現できる。この性質を利用して時間関数を周波

数関数に変換するのがフーリエ変換である。一方，ウェーブレット変換は三角関数ではなくマザーウェー

ブレットと呼ばれる基本参照波を利用する。式(1)で示すようなマザーウェーブレットを拡大縮小・平行移
動した参照波と対象とする時間関数を積分することにより周波数関数に変換するのがウェーブレット変換

である（例えば, 一條, 201220)）。連続ウェーブレット変換ではマザーウェーブレットを拡大縮小させるパラ

メータ（a : Scale Parameter）と平行移動させるパラメータ（b : Translation Parameter）を連続的に変化させ
て処理を行うことにより時間周波数解析を行う手法であり，式(2)で表すことができる。また，マザーウェー
ブレットは多数の種類があり，条件によっては新たに定義することもできる。マザーウェーブレットは対象と

する時間関数の性質や形状，処理する目的に応じて選択することになる。本研究では， MT 法で求めら
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れるインピーダンスは複素関数であることからマザーウェーブレットも複素関数である必要があるという点

や自然電磁場の波形形状を考慮して Morlet をマザーウェーブレットとして採用した（例えば，Larnier et 
al., 201618)）。Morletは式(3)で表すことができ，その波形を図 3.1.2-1に示す。 

 𝜓𝜓𝑎𝑎,𝑏𝑏(𝑡𝑡) =
1
√𝑎𝑎

𝜓𝜓 (𝑡𝑡 − 𝑏𝑏
𝑎𝑎 ) (1) 

 W(𝑏𝑏, 𝑎𝑎) = ∫ 𝑓𝑓(𝑡𝑡)𝜓𝜓 (𝑡𝑡 − 𝑏𝑏
𝑎𝑎 )𝑑𝑑𝑑𝑑

∞

−∞

 (2) 

 𝜓𝜓(𝑡𝑡) = 1
√𝜋𝜋

𝑒𝑒2𝑗𝑗𝑗𝑗𝑓𝑓𝑐𝑐𝑡𝑡𝑒𝑒−𝑡𝑡2 
(3) 

（𝜓𝜓(𝑡𝑡)：ウェーブレットの関数 𝑡𝑡：時刻 𝑎𝑎：ウェーブレットを拡縮するスケールパラメータ 
𝑏𝑏：ウェーブレットを平行移動させるパラメータ W(𝑏𝑏, 𝑎𝑎)：連続ウェーブレット変換値 
𝑓𝑓(𝑡𝑡)：時間関数 𝑗𝑗：虚数単位 𝑓𝑓0：ウェーブレットの中心周波数） 
 
以上を踏まえて，連続ウェーブレット変換による MT 法データ処理プログラムを作成した。本研究で作

成したプログラムは，最終的に短時間フーリエ変換が使用されているカナダ Phoenix 社の MT 法データ
処理ソフトSSMT2000の結果との比較を行うため，時系列からインピーダンスを求める処理過程の中で連
続ウェーブレット変換以外の処理は SSMT2000 となるべく同条件になるようにした。連続ウェーブレット変
換を使用したMT法データ処理の流れを以下に示す。 

① 自然電場と自然磁場の時系列はデジタル値で記録されているため，それぞれ mV/km，nT の単位
で表される波形に変換する。 

② 測定時に地形や周辺のノイズ環境を考慮して測定レイアウトを真北方向から回転させている場合
があるため，そのような場合は NS方向の電場・磁場成分を真北方向，EW方向の電場・磁場成分

を真北方向と直交する方向に回転させる。 
③ ②の時系列データに対し，連続ウェーブレット変換を適用する。ただし，計算時における PCのメモ

リ確保の観点から時系列は適宜デシメーションを施す。 
④ 測定データには測定機及び磁場センサーそれぞれの特性が掛かっているため，キャリブレーショ

ンデータを使って③で求めた各成分のスペクトル上でそれらを補正する。 
⑤ 各時間で各成分同士のクロスパワースペクトルを求め，データ取得時間帯を 20 のセグメントに分

割後，各セグメントでクロスパワースペクトルの平均値を算出する。 
⑥ 複数日測定している場合は，スタッキング処理を実施する。 
⑦ ノイズ混入時間帯のセグメントを編集処理する。 
⑧ ⑦のデータに対してリモートリファレンス処理（Gamble et al., 197921)）を適用し，インピーダンスを求

め，見掛比抵抗・位相を算出する。 

本研究では，連続ウェーブレット変換による MT 法データ処理の適用性と有効性を検討するため，当

グループで過去に観測した能登半島（2007年），鹿児島県北西部（2013年），北関東広域（2013年），九
州南部地域（2014年），紀伊半島西部（2016年），長野県北部（2016年）の計 174 測点のMT法の実デ
ータに対して連続ウェーブレット変換の処理を適用した。なお，いずれのデータもPhoenix社のMTUシス
テムで取得した観測データである。 

前述のとおりMT法では，1Hz～0.1Hzが相対的に信号強度が弱いデッドバンドと呼ばれる周波数帯と
され，たとえ良好な測定が行われたとしても当該周波数帯で低品質になるケースは多く見られる。その一
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例として図 3.1.2-2に九州南部地域で取得した見掛比抵抗・位相曲線を示す。SSMT2000の処理結果で
は全体の曲線の傾向は把握できるものの，デッドバンドでは曲線が乱れ低品質である。一方，連続ウェ

ーブレット変換の処理結果ではデッドバンドにおいても曲線の連続性も良好で誤差も小さくなりデータ品

質の改善が確認できた。このように，連続ウェーブレット変換を使うことによりデッドバンドの品質が改善す

る測点は多く認められた。 

次に，図 3.1.2-3 に長野県北部で取得した見掛比抵抗・位相曲線を示す。長野県北部は直流電車が
運行されている地域である。直流電車の力走時にレールから漏洩した電流に起因するノイズは，MT 法

の測定データに致命的な影響を与えることはよく知られており，当該地域で取得した電場・磁場の時系

列データにおいても直流電車運行時間帯は極めて振幅の大きいノイズの混入が確認できた。当該地域

の特徴として直流電車が運行していない深夜 3 時間程度は比較的良好なデータが取得できていたため，
SSMT2000の処理結果でも高周波数から概ね 0.1Hz～0.01Hzまでは曲線の傾向を把握できる程度の品
質は確保できた。しかし，直流電車ノイズの非混入時間帯が短いこともあり，それ以下の低周波数帯は大

きく見掛比抵抗・位相曲線が乱れる結果となった。一方，連続ウェーブレット変換の処理結果では

0.001Hz 以下で曲線が乱れるものの，概ね高周波数から 0.001Hz まで曲線の連続性は良好で誤差も小
さくなり低周波数におけるデータ品質の改善が確認できた。 

最後に，図 3.1.2-4 紀伊半島西部で取得した見掛比抵抗・位相曲線を示す。紀伊半島西部は直流電
車及び市街地に近接しており，極めてノイズレベルが高い環境下で測定されたデータである。従って，

SSMT2000の処理結果では高周波数側から多くの周波数で曲線が乱れている。一方，連続ウェーブレッ
ト変換の処理結果では大局的にエラーバーは小さくなるものの，高周波数側から多くの周波数で曲線が

乱れ連続性も悪く，データ品質の改善に至らなかった。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，国内における汎用性が比較的高く，地殻深部までの探査が可能な MT 法について，連

続ウェーブレット変換を用いた MT 法データ処理の検討を行った。174測点の実データに対し，連続ウェ
ーブレット変換を適用し，MT 法データ処理の商用ソフト SSMT2000 との比較行った結果，一部のノイズ
レベルが極めて高い測定データに対しては品質の改善に至らなかったものの，多くの測点でデッドバン

ドや低周波数の品質改善が確認でき，連続ウェーブレット変換の有効性が示された。本研究では

SSMT2000 との比較を行うため，時系列からインピーダンスを求める処理過程をなるべく SSMT2000 と同
条件になるようにした。しかし，連続ウェーブレット変換は時間上局所的に混入する人工ノイズを局在化

できる特色もあることから，データ取得時間帯をより細かく分割した方が，ノイズ部分をより効果的に編集

処理できる可能性がある。今後は，連続ウェーブレット変換処理によるインピーダンスの推定精度を高め

るために，マザーウェーブレットの中心周波数や時系列をデシメーションさせる際のデシメーション係数の

検討，あるいはセグメント数等のような連続ウェーブレット変換以外の工程における最適なパラメータも併

せて検討する。また，連続ウェーブレット変換後のスペクトルの時間変化に対して独立成分分析の適用を

試み，直接的にノイズを除去する手法に関しても検討を進めていく。 
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図 3.1.2-1 Morlet ウェーブレット 
（青：実数部，赤：虚数部） 

 
 
 
 
 

 
図 3.1.2-2 九州南部地域 測点 111における見掛比抵抗・位相曲線 

（左：SSMT2000, 右：連続ウェーブレット変換） 
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図 3.1.2-3 長野県北部 測点 113における見掛比抵抗・位相曲線 

（左：SSMT2000, 右：連続ウェーブレット変換） 

 
図 3.1.2-4 紀伊半島西部 測点 303における見掛比抵抗・位相曲線 

（左：SSMT2000, 右：連続ウェーブレット変換） 
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3.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) はじめに 

地層処分システムが長期的に安全機能を発揮するためには，地質環境に期待される閉じ込め機能の

観点から，好ましい地質環境特性が長期にわたって維持されることが重要となる。変動帯に位置するわ

が国においては，これに関わる自然現象として，火山・火成活動，地震活動・断層運動，隆起・侵食等が

着目されてきた。また，経済産業省の総合資源エネルギー調査会に設置された地層処分技術ワーキン

ググループが取りまとめた「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合資源エネルギー

調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会地層処分技術ワーキンググループ, 20141)）では，最新の

科学的知見を踏まえて，好ましい地質環境特性に著しい影響を与える事象が整理された。これによれば，

地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，「火山性熱水や深部流体

の移動・流入」による化学場への影響が指摘されている。このうち深部流体は，沈み込むスラブやマント

ル起源の流体が断裂系等を通じて地表付近に上昇する（産業技術総合研究所, 20122)）もので，pHが低
く炭酸化学種が高濃度に含まれる等の特徴があり，温度が高い場合には熱環境への影響もある。そのた

め，これらが流入する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が生成される可能性があり，

概要調査等においてその影響を排除することが望ましい（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業
分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20141)）。本研究では，近年，その存在が

明らかになりつつある深部流体に関する科学的知見のレビューや形成・移動メカニズムに関する事例研

究を通じて，深部流体の分布に関する調査技術のほか，その流入に伴う地質環境への影響を適切に評

価するための基盤となる知見の蓄積を目標とする。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

第2次取りまとめ（核燃料サイクル開発機構, 19993)）では，紀伊半島南部のように第四紀火山が存在し

ていない地域においても高温異常域が認められることが指摘されており，地表に噴出していないマグマ

が地下に存在するという考え方や，地下深部まで発達した断裂系から熱水が上昇しているという可能性

が示唆されている。その後，非火山性の熱水が分布する地域として常磐地域，能登半島，新潟平野，紀

伊半島，有馬温泉等が報告されているが（例えば，田中ほか, 20044)；産業技術総合研究所, 20075)；産

業技術総合研究所, 20122)），これらの分布には偏在性が認められる。深部流体の pH は酸性で炭酸化

学種を多く含み，また一部は高温流体である（尾山ほか, 20116)；風早ほか, 20147)）。その起源として，マ

グマが冷却・固結する際に放出されるマグマ水（Sparks, 19788)）のほか，スラブ起源流体（Peacock, 19909)）

や続成脱水流体（Kyser and Hiatt, 200310)），変成脱水流体（Miyashiro, 199411)）等が知られている。 

スラブ起源流体が地表にまで上昇する際は，地殻下部にまで達するような構造線や大断層が主な経

路となっていることが指摘されている（産業技術総合研究所, 20075)；産業技術総合研究所, 20122)）。これ

らの流体は，単に火山や温泉の形成のみならず，日本列島の地震活動や地殻変動にも重要な役割を果

たしていると考えられており，沈み込むスラブと陸域地殻に挟まれた領域であるマントルウェッジから上昇

してきた流体が下部地殻の強度を低下させ，その上の地殻に応力が集中して破壊（地震）が生じるといっ

たモデルが提唱されている（例えば，Iio et al., 200212)）。さらに，下部地殻のみならず上部地殻でも局所

的に非弾性変形を生じさせ，地震活動のみならず隆起山地の形成にも関与しているとも指摘されている

（例えば，梅田・浅森, 201613)）。 

スラブ起源の深部流体の分布やそのメカニズムについては，これまで主に地球化学及び地球物理学
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的なアプローチによって議論されてきた。このうち地球化学に係る分野においては，日本列島に沈み込

む太平洋スラブやフィリピン海スラブの岩石鉱物学的特性及び温度構造を考慮した数値シミュレーション

等によって，島弧のマントルウェッジにおける流体の発生やその上昇（流体輸送経路）等について議論さ

れている（例えば，Iwamori, 199814)）。これらの研究によれば，スラブの沈み込みに伴う海洋地殻やスラ

ブマントルからの脱水によってマントルウェッジに放出された流体（H2O）は，その上昇に伴い部分溶融を
引き起こし，その結果として島弧火成活動が生じるとされている。その一方で，このような脱水は，スラブ

の温度や圧力に応じて様々な位置で生じ，特に西南日本に沈み込むフィリピン海スラブのように比較的

若く高温のスラブが沈み込む領域では，非火山地帯である前弧域下においても脱水や流体の上昇が生

じ得ると指摘されている（例えば，Zhao et al., 200015)）。また，地表の温泉井等から湧出する地下水の化

学組成や同位体組成等の観測から，いわゆる「有馬型熱水」として分類される非火山性のスラブ起源流

体の地表付近への供給は，その代表例である有馬温泉のみならず，紀伊半島や九州地方においても存

在するとの報告もある（例えば，網田ほか, 200516)）。近年では，このようなスラブ起源流体に共通すると考

えられる化学的特徴に基づいた深部流体の分布についても議論されている（風早ほか, 20147)）。 

一方，地下深部（地殻やマントルウェッジ）におけるこれらの流体の二次元あるいは三次元的な空間分

布については，従来から，地震波トモグラフィやMT法等の地球物理学的な観測に基づいた推定が試み
られている（例えば，Zhao et al., 199217)；Umeda et al., 200718)；Asamori et al., 201019)）。これらの研究に

よると，地殻やマントルウェッジにおける流体は，地震波低速度・高減衰域及び高電気伝導度（低比抵抗）

の異常体として検出され，これまで主に島弧火成活動に関与する流体の存在や分布を明らかにしてきた。

また，非火山地帯における深部流体については，内陸地震の震源域（例えば，Zhao and Negishi, 199820)）

をはじめとして，紀伊半島等での推定事例（例えば，Umeda et al., 200621)）等が報告されており，スラブの

脱水との関連性が指摘されている。しかしながら，それらの分布の規則性や地域性の有無等については，

未だ明らかではない。このため本研究では，九州地方を事例として，MT法により二次元比抵抗構造を推
定するとともに，地震波トモグラフィによって三次元地震波速度構造を推定し，前弧域における深部流体

賦存域の分布やその成因について検討した。 

(3) 実施内容・結果 

地震波トモグラフィによる三次元地震波速度構造の推定には，気象庁一元化検測値データに掲載さ

れ，2003 年 6 月から 2012 年 2 月までに日本列島下で発生した 2503 個の地震データを用いた。また，
地殻のみならずマントルの地震波速度構造を推定するため，防災科学技術研究所が運用する Hi-net
（高感度地震観測網）によって記録された 51個の遠地地震データも合わせて解析に使用した。解析では，
対象領域内における格子点（grid point）を水平方向に約 33 km，深さ方向に 15～30 kmの間隔で設置し，
Zhao et al. （1994）22)によるアルゴリズムを用いたインバージョンにより，地殻及び上部マントルの三次元

P波及び S波速度構造を推定した（Asamori and Zhao, 201523)）。 

ここで，本解析で必要となる波線追跡及び理論走時の計算には，全国深部地盤構造モデル（藤原ほ

か, 200924)）による地殻浅部の地震波速度モデルを考慮した。このモデルは，国内各地における多数の

深層ボーリング，反射法・屈折法弾性波探査，微動探査，重力探査等のデータをコンパイルすることによ

り作成された精密な地震波速度モデルであり，その精度は数十～数百 m オーダである（藤原ほか, 
200924)）。そのため，これらを地震波速度初期モデルとして地震波トモグラフィに考慮することで，従来に

比べて高い精度で震源決定や地震波速度構造を推定できると考えられる（Asamori and Zhao, 201523)）。

図 3.1.3-1に示す地震基盤面（P波速度 5.0～6.0 km/sの境界）の深さ分布によると，九州地方の前弧域
は，地震波速度が極めて遅い堆積層等により厚く覆われている。以上の解析により推定された三次元地
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震波速度構造（図 3.1.3-2）によると，九州地方の前弧域において顕著な地震波低速度体が認められ，そ
れらは地殻中部からモホ面以深まで継続するようにイメージされる。 

一方で，MT 法による二次元比抵抗構造の推定では，宮崎県川南町から熊本県八代市に至る約

105kmの区間（測線A）と，宮崎県日南市から鹿児島県湧水町に至る約 94kmの区間（測線B）において
ファーリモートリファレンス方式による観測を行なった（図 3.1.3-2）。これらの二つの測線は，およそ火山フ
ロントに直交し，2～10 kmの間隔で観測点を展開した。測定には，Phoenix社製MTU-5システムを使用
し，磁場 3 成分，電場 2 成分の時系列を測定した。対象地域のノイズ環境を考慮して，測定時間は夜間
を含む 15時間とし，各測点で 2日間以上の測定を行うとともに，リモートリファレンス点を岩手県西和賀町
（観測領域からの距離約 1200 km）に設けた。リファレンス処理の結果，各観測点においてノイズ除去の
効果が認められ，周波数 320Hz～0.0003Hz の信頼性の高いインピーダンスを得ることができた。解析に
あたっては，Ogawa and Uchida （1996）25)のアルゴリズムを用いた二次元インバージョンを行い，見掛比

抵抗・位相の観測データから，九州地方中部及び南部をそれぞれ横断する地殻の二次元比抵抗構造を

推定した（図 3.1.3-3）。得られた二次元比抵抗構造（図 3.1.3-3）のうち測線Aでは，前弧域の下部地殻に
おいて顕著な低比抵抗体が認められた。その一方で，測線 Bの前弧域では低比抵抗体が認められない。
これらの特徴は，地震波低速度体の分布域（図 3.1.3-3）と整合的である。また，九州地方中北部の前弧
域で認められた地震波低速度・低比抵抗体は，マントル最上部まで連続するようにイメージされる。なお，

測線 B の背弧域では，マントル最上部から霧島火山直下に連続する顕著な低比抵抗体が認められ，活
火山に供給するマグマ等の流体の存在を示唆する。 

沈み込むスラブでは，その温度と圧力の上昇に伴って，スラブを構成する含水鉱物が脱水反応を起こ

す。含水鉱物の脱水反応が生じる深さは，スラブの形成年代に起因する温度構造等に依存する。スラブ

の形成年代が若く，従って高温である場合は，年代が古く低温である場合に比べて，脱水が生じる深さ

が浅くなる（例えば，Iwamori, 199814)）。九州地方中北部に沈み込む九州－パラオ海嶺以北のフィリピン

海プレートは，南部に比べて若く高温であると考えられる。これらのことから，九州地方の前弧域に認めら

れた地震波低速度・低比抵抗体は，フィリピン海スラブの脱水に起因する流体が地殻内に上昇すること

で形成された流体賦存域が存在する可能性を示唆する。また，九州地方中北部及び南部の前弧域にお

ける分布域の違いは，沈み込むスラブの年代の違いによる脱水深度の差を映し出している可能性を示

唆する。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，九州地方の前弧域を事例として，MT 法により二次元比抵抗構造を推定するとともに，地
震波トモグラフィによって推定された三次元地震波速度構造との対比を通じて前弧域における深部流体

賦存域の分布やその成因について検討し，スラブの脱水に関連する深部流体の賦存域の形成や分布

には，沈み込むスラブの年代が関与している可能性を示した。今後は，深部流体の流入が地層処分シス

テムへ与える影響を適切に評価するために必要となる，深部流体の性状や流入経路に関する基盤的な

知見の蓄積を重点的に進める予定である。 
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図 3.1.3-1 九州地方における地震基盤面の深さ分布（全国深部地盤構造モデル 24)を用いて作成） 
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図 3.1.3-2 深さ 25 km における S 波速度偏差及び MT 法観測点分布 
 

 
図 3.1.3-3 測線 A 及び測線 B における二次元比抵抗構造 
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3.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

3.2.1 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 

(1) はじめに 

2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖地震）及び福島第一原子力発電
所の事故は，数百年から数千年を超える時間間隔で発生する巨大地震・津波といったこれまでの原子力

安全では想定していなかった自然現象のリスクを再認識させた。これに伴って，わが国の原子力政策や

地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況は大きく変化した。このような背景のもとで示された「高レ

ベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 20121)）では，この地震に伴って生じた地殻

変動等の自然現象に関して，今後の調査研究によって明らかになるであろう科学的知見は，高レベル放

射性廃棄物の処分において確実に考慮されるべきであると指摘している。 

東北沖地震は，1000 年に 1 回程度の頻度で発生する海溝型巨大地震であると考えられるが，後述す
るように，これに伴って内陸地震が活発化した地域や 1 m以上の沈降を生じた地域も現れた。また，地殻
応力場・ひずみ場の変化によって地下水位の低下が発生するとともに，福島県浜通り地震に伴って生じ

た異常湧水は数年間継続している。このような東北沖地震後の観測等によって得られつつある科学的知

見も踏まえて取りまとめられた「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合資源エネルギ

ー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会地層処分技術ワーキンググループ, 20142)）では，今後

の地層処分事業の取り組みと並行して進めるべき研究開発の一つとして，東北沖地震後に誘発された

地震や湧水（例えば，2011年 4月 11日の福島県浜通り地震）に関する調査事例の蓄積の必要性が示さ
れている。 

変動シナリオに基づく安全評価に係る予測・評価においては，地殻変動によって生じる地形・地質構

造の変化やそれに伴う地下水流動や水質の変動幅等を検討していくことが不可欠であるとともに，東北

沖地震のような稀頻度の自然現象を想定した評価も併せて検討することが重要となる（梅田ほか, 20153)）。

そのため本研究では，東北沖地震に伴って発生した地下水理の擾乱や内陸地震（断層運動）等に係る

科学的知見を整理した上で，稀頻度の自然現象に伴う地質環境の変動機構やスケール及びそのレジリ

アンス（復元性）を把握することを目的とする。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

東北沖地震は，太平洋プレートと北米プレート（またはオホーツクプレート）との境界で発生したプレー

ト境界型地震（海溝型地震）であり，わが国の地震観測史上において最大規模の地震（Mw9.0）である。
三陸沖から房総沖に至る極めて広範囲のプレート境界が，最大で 30 m 以上変位（例えば，Koketsu et 
al., 20114)）することによって引き起こされたこの地震は，甚大な被害の主因となった津波や地震動を発生

させるとともに，その震源域から 100 km 以上離れた陸域において，以下に述べる様々な地球科学的現

象を引き起こした。 

日本列島全域において密に展開される全地球測位システム（GPS；Global Positioning System）の連続
観測網である GEONET（GNSS Earth Observation Network System）の観測結果によると，東北地方の太
平洋沿岸を中心とする陸域では，地震時の地殻変動として，最大で 1 m以上の沈降や5 mを超える東向
きの変位が観測された（例えば，Nishimura et al., 20115)；Ozawa et al., 20116)）。その後の観測によると，

東北脊梁山地～日本海沿岸付近における沈降や東北地方を中心とした東向きの変位は，減衰しつつも
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継続している。その一方で，太平洋沿岸の地域では隆起に転じ，地震後の約 5 年間において最大で 40 
cm を超える鉛直変位が観測されているが，元の状態に回復するまでには至っていない（国土地理院, 
20167)）。さらに，合成開口レーダ（SAR；Synthetic Aperture Radar）の観測データを用いた高空間分解能
の解析によると，東北地方における複数の火山（秋田駒ヶ岳，栗駒山，蔵王山，吾妻山，那須岳）地域で，

地震時に最大 10 cm程度にも及ぶ局所的な沈降が検出された。それぞれの火山地域において数十 km
×数十 km に及ぶ範囲で認められた顕著な沈降は，東北沖地震により広域応力場が変化し，それに伴

って地下のマグマ溜りが変形したことによると考えられている（Takada and Fukushima, 20138)）。このことは，

局所的な地殻変動には，その場の応力状態のみならず，地下深部の不均質が密接に関与していること

を強く示唆する。 

これまでの測地学的観測によって，東北沖地震発生前の東北日本は大局的に東西方向の短縮場に

あることが明らかにされている（例えば，Sagiya et al., 20009)）。また，地震学的研究によれば，東北日本

における最大圧縮主応力軸はおよそ WNW-ESE 方向に卓越し，東西方向の P 軸を持つ逆断層型の地
震活動が卓越する（例えば，Townend and Zoback, 200610)；Terakawa and Matsu’ura, 201011)；Yoshida et 
al., 201512)）。東北沖地震前後の地震観測データを用いた応力テンソルインバージョンによって推定され

た主応力軸の分布によると，東北地方中部，関東及び中部地方では東北沖地震前後の主応力軸方向

に顕著な違いは認められていない。これに対して，東北地方の北部では最大主圧縮応力軸（σ1）の反時

計回りの回転が，東北地方南東部では最小主圧縮主応力軸（σ3）の時計回りの回転がそれぞれ見出さ

れており，東北沖地震時の断層運動によって生じた静的な応力変化（static stress change）との関連性が
指摘されている（Yoshida et al., 201213)）。 

東北沖地震の主破壊領域となった東北沖のプレート境界では膨大な数の余震が発生し，その活動は

本震発生から数年経過した現在においてもなお継続している。一方，このような余震活動とは別に，主と

して東北地方，関東地方及び中部地方の内陸各地において，東北沖地震の発生前後で地震活動度

（seismicity）の顕著な変化が観測されるとともに，各地で最大 Mj7 クラスの内陸大地震が発生した（例え
ば，Toda et al., 201114)；Hirose et al., 201115)）。東北沖地震発生後の１カ月間において発生したMj6.0以
上の内陸地震は，長野県北部（2011/3/12；Mj6.7），静岡県東部（2011/3/15；Mj6.4），福島県浜通り
（2011/4/11；Mj7.0），福島県中通り（2011/4/12；Mj6.4）の地震である（気象庁, 201616)）。これらの顕著な地

震活動度の増加は，東北沖地震に伴う表面波の通過による動的な応力変化や断層運動（プレート境界

のずれ）による静的な広域応力場の変化によって引き起こされた可能性が指摘されている（例えば，

Yukutake et al., 201117)；Ishibe et al., 201518)）。 

1946年南海地震（川辺, 199119)）や 1995年兵庫県南部地震（佐藤・高橋, 199720)）等，比較的規模の

大きい地震が発生した際には，震源域の周辺において異常湧水が認められることがあるほか，より広域

的な範囲で地下水位や間隙水圧の変化が観測されている。東北沖地震の前後においても，西南日本に

おける地下水観測井において地下水位の変動が観測されたが，ほとんどの地点では地震後１年以内に

地震発生前の状態に回復したようである（総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小

委員会地層処分技術ワーキンググループ, 20142)）。東北沖地震の発生に伴うこれらの水理場に関する

変動は，国内（北川・小泉, 201121)；Niwa et al., 201222)）のみならず，海外においても観測されており（Lee 
and Woo, 201223)；Lee et al., 201324)；Yan et al., 201425)），上述した地震活動度の変化と同様に，静的な

広域応力場の変化によって引き起こされた可能性が指摘されている（例えば，Niwa et al., 201222)）。また，

東北沖地震の発生以降，活発な群発地震活動が始まった福島県いわき市の周辺においては，2011年 4
月 11 日に発生した福島県浜通りの地震（Mw6.7）に伴う異常湧水（温泉の自噴）が確認されている。しか
しながら，この異常湧水の原因は，地殻ひずみの変化のみでは単純に説明できず，数年経過した時点
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でも湧水が継続している（産業技術総合研究所, 201326)；佐藤, 201527)）。 

以上の東北沖地震後に得られた科学的知見は，その変動のスケールのみならず，過去数十万年の時

間スケールにおける地殻変動や断層運動に関する従来の見解に再検証が必要となるような二つの特筆

すべき現象の存在を示唆する。一つは，今回の地震に伴って沈降した太平洋沿岸地域は，その後の変

動によって緩やかに隆起（国土地理院, 20167)）しているものの，元の状態への回復には至っていないこ

とである。太平洋沿岸の地殻変動は，測地学的観測では過去 100年に数十 cm単位の沈降を示すが（国
見ほか, 200128)），地質学的データでは過去 10 万年間に最大 0.5 mm/yr の隆起を示し（小池・町田, 
200129)），矛盾した結果を示している（東京大学地震研究所, 201130)）。もう一つは，福島県浜通りの地震

に伴って，断層変位地形が明瞭とは言えない湯ノ岳断層や井戸沢断層が活動したことである。プレート

の沈み込み帯に位置し，東西圧縮場にある東北日本では，およそ南北走向の逆断層が卓越するが，こ

の地震は特異的に正断層型の活動であったこと等から，それまでの活断層研究の常識を覆すような現象

であったとも指摘されている（堤・遠田, 201231)）。これらの現象については，その変動のスケールのみなら

ず，地殻変動の規則性，継続性に基づく地質環境の長期予測の観点からも，どのように評価していくべ

きかを検討することも重要であると考えられる。以下では，地震の発生に伴う長期間の湧水が確認されて

いる，福島県いわき市周辺で活発化した正断層型の群発地震活動域を事例とした地殻変動シミュレーシ

ョンにより，その発生や周囲で生じる隆起への地殻内の流体（深部流体）の寄与について検討した結果

について述べる。 

(3) 実施内容・結果 

前述したように，東北日本は，基本的に太平洋プレートの沈み込みによる東西圧縮場にあり，従って

発生する地震のメカニズムのほとんどが逆断層型であることを考慮すると，正断層型の群発地震活動は

特異な現象であると言える。2011 年以前の地震データに基づく応力テンソルインバージョンによると，当
該地域における深さ 15 km 以浅では正断層型，以深では逆断層型の応力場を示す（Yoshida et al., 
201512)）。さらに，群発地震活動に関連すると指摘されている井戸沢断層や湯ノ岳断層は，正断層型の

活断層であり（活断層研究会, 199132)；中田・今泉, 200233)），この現象の発生自体は東北沖地震と関係

があるとしても，その発生前から伸張場であったことを示す。また，約 12.5 万年前に形成された海成段丘
の分布（Suzuki, 198934)）は，この地域では数万年オーダーで顕著な隆起が生じていることを示しており，

この地域が周辺とは異なるテクトニクスを持つことを示唆している。 

これらの現象を説明するため，いくつかのメカニズムが提案されている（例えば，Imanishi et al., 
201235)；Hashimoto and Matsu’ura, 200636)）。その一方で，地震波トモグラフィー（Zhao, 201537)）やMT法
では，群発地震震源域下の地殻に流体の存在を示唆する低地震波速度・低比抵抗域が推定されている

（Umeda et al., 201538)）。ここでは，地域的な地殻変動への深部流体の寄与について検討するため，平

面ひずみ状態を仮定した二次元有限要素法による粘弾性シミュレーションを用いて，地殻浅部での伸張

場と局所的な隆起が説明可能であるかを検討した。 

図 3.2.1-1にシミュレーションに用いたモデルを，表 3.2.1-1には解析に用いたそれぞれの物性値を示
す。本解析では，深部流体分布域以外の地殻は弾性体とし，マントルは粘弾性体とした。また地殻はコ

ンラッド面を境に上部地殻と下部地殻に分割した。弾性波速度，密度及び各層の底面の深さは防災科

学技術研究所（2009）39)に，マントルの粘性係数は先行研究（例えば，Suito and Hirahara, 199940)；

Yamasaki and Seno, 200541)）にしたがった。また，既存の地震波速度モデル（例えば，Zhao et al., 199242)）

を参考に深部流体分布域の弾性波速度は周囲の 94%とし，密度は比抵抗と含水率の関係（上嶋, 
200343)）から，含水率 1%として計算した値を用いた。また，底面及び左端はローラーコンディションとし，
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プレート境界には NUVEL-1A（DeMets et al., 199444)）による収束速度と，Hashimoto et al. （2009）45)及

び Uchida and Matsuzawa（2011）46)によるプレート間カップリングを参考にバックスリップを設定した。領域

のdelaunay分割には triangle（Shewchuk, 199647)）を，有限要素法コードはPylith（Aagaard et al., 201348)）

を利用した。 

図 3.2.1-2に深部流体分布域の幅 20 km，上端深さ 5 km，粘性係数を 1.0×1018 Pa·s として計算した
100年後のシミュレーション結果を示す。ここで，深部流体の分布域は，MT法により推定された低比抵抗
体の分布（Umeda et al., 201538)）を参考にした。図 3.2.1-2(a)は 3,000倍に強調した地形変化であり，深
部流体分布域の上部で鉛直上向きの変位が卓越していることが確認できる。また図 3.2.1-2(b)は水平応
力を示すが，深部流体分布域の直上では圧縮場である一方で，それ以浅では伸張場であり，当該地域

における応力場の特徴（Yoshida et al., 201512)）を定性的に再現することができた。これらの特徴は，深部

流体分布域に相当する粘弾性体の変形が周囲より大きいために，その上部にある地殻のみで圧縮応力

を支えることとなり，結果その部分が座屈する効果に加え，プレート境界の固着域において，大陸地殻が

プレート間相互運動により左下方に押し込まれることによる屈曲の効果であると考えられる。これらの結果

は，地殻内に存在する深部流体が，その周辺の地殻変動場に寄与している可能性を示唆する。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，福島県いわき市周辺で活発化した正断層型の群発地震活動域を事例とした地殻変動シ

ミュレーションにより，その発生や周囲で生じる隆起には深部流体の存在が関与している可能性を示した。

今後は，同地域で生じた数年間に及ぶ長期間の湧水と，群発地震活動域下に見出された深部流体との

関連性について検討を進める予定である。 
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図 3.2.1-1二次元有限要素法によるシミュレーションに用いたモデル 
灰色の領域は流体分布域に対応する粘弾性体を表す。 

 
 

表 3.2.1-1二次元有限要素法に用いた物性値 
領域 パラメータ 値 

上部地殻（UC） 
弾性体 

P波速度（VpUC） 5850 m/s 

S波速度（VsUC） 3350 m/s 

密度（ρUC） 2725 kg/m3 

下部地殻（LC） 
弾性体 

P波速度（VpLC） 6600 m/s 

S波速度（VsLC） 3700 m/s 

密度（ρLC） 2950 kg/m3 

マントル（M） 
粘弾性体 

P波速度（VpM） 7800 m/s 

S波速度（VsM） 4200 m/s 

密度（ρM） 3250 kg/m3 

粘性係数（ηM） 1019 Pa·s 

低比抵抗域 
粘弾性体 

含水率（θ） 0.01 

P波速度 0.94VpBG
※ 

S波速度 0.94VsBG
※ 

密度 
1000θ 

+ (1-θ)ρBG
※ 

粘性係数 1018 Pa·s 

※ 添字 BGは上部地殻中の低比抵抗域では UC，下部地殻中では LCを表す。 
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図 3.2.1-2二次元有限要素法による粘弾性シミュレーション結果 

(a)及び(b)は，それぞれ鉛直変位量，水平応力を示す。 
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3.2.2 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 

(1) はじめに 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき，

将来へ外挿することが基本となる。しかしながら，過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録は，遡

る年代や地域によって識別できる分解能が異なることから，予測結果に伴う不確かさも様々である。また，

時間スケールごとの変動方向や速度が大きく異なる場合，その地域は変動の一様継続性が成立してお

らず，単純な外挿による予測には大きな不確実性を伴うこととなる。本研究では，これまで取り扱っていな

かった測地学的アプローチも駆使して，数十年～数百年，数千年～数万年，数十万年～数百万年とい

った異なる時間スケールでの変動方向・速度の解析及びこれらを指標とした不確実性を考慮したモデリ

ング技術の開発を目指す。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

過去の地質学的現象の因果関係や連続性について，笠原・杉村（1978）1)，松田（1988）2)は，第四紀

後期の地殻変動には，①変位の向きの一様性，②変位の等速性といった経験則を見出し，これらを「一

様継続性」と呼んだ。このような変動の一様継続性という概念は，数年～数十年の測地学的な観測によ

って認められる短期的な変動傾向ではなく，地形学・地質学的な調査から得られる数千年以上の時間間

隔でとらえた場合の運動像である。これは，過去から現在までの変動の履歴を検討し，その中から時間

的，空間的な変動の普遍性や法則性を見出すことでその傾向を将来に延長するといった外挿法による

予測を適用する上で，重要な概念となる。従って，外挿法による予測においては，変動の一様継続性が

どの地域でいつ頃に成立したかが重要となる。 

地形・地質学的情報や山地発達モデルによって推定された，日本列島におけるネオテクトニクスの成

立時期によると，第四紀の始めから百万年前頃には，多くの地域において現在の地殻変動の傾向が始

まったと考えられている（梅田ほか, 20133)）。しかしながら，日本海東縁，伊豆半島周辺，沖縄トラフでは，

比較的若い時代（第四紀後半）に変動が開始したと考えられており，変動の方向や速度も将来予測の前

提となる定常状態，すなわち一様継続性に至っていないことが考えられる。また，背弧海盆の拡大や海

溝軸の移動等といったプレートシステムの転換に関する最近の研究（例えば，Strak and Schellart, 20144)）

によれば，数十万年～数百万年の時間スケールにおけるこれらの現象は，沈み込むスラブの形状や到

達深度等に応じたいくつかの段階で加速度的な変動を示すことも指摘されている。このように，一様継続

性の成立性に乏しいと考えられる場合や，外挿が妥当と考えられる期間よりも長期間の予測を行う場合

には，他のアプローチ（例えば，対象とする現象の物理・数学的モデルを用いた数値シミュレーションによ

る予測等）を検討しておくことも重要となる。 

一方で，東濃地域と幌延地域を事例とした地形・地質構造の発達や海水準変動等を考慮した過去か

ら現在までの地下水流動に関する研究（例えば，Niizato et al., 20095)；尾上ほか, 20096)）によれば，自然

現象が地下水流動特性の長期変化に及ぼす影響を概括的に理解するためには，地形変化や気候変動

を考慮した地下水流動解析が有効であることが示されている。特に，百万年以上に及ぶ時間スケールで

過去から現在までの地質環境の長期変動を把握する技術を確立するためには，地形・地質モデル，水

理モデル等を統合したモデルの開発とそのための数値化・可視化技術及び不確実性の評価手法の整

備が重要である。 

以上のことから，本研究では，時間スケールに応じた地殻変動の一様継続性の評価手法に関する検
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討，地質環境長期変動モデルの構築，超長期の変動に関する確率論的評価手法の開発を進める。この

うち本報では，数値シミュレーションによる地殻変動予測技術の構築に関する成果について述べる。 

(3) 実施内容・結果 

前述したように，地層処分における地質環境の予測及び評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾

向に基づき，将来へ外挿することが基本となるが，一般に，単純な外挿によって構築可能な将来の地形・

地質モデルは，概念的なモデルに留まるため，その時空間的な変動を定量的かつ三次元的に評価する

ことは難しい。また，地殻変動は時空間的に一様ではなく，地殻内の物性不均質等にも支配されると考

えられる。このため，地形・地質学的手法による過去から現在までの長期的な変遷に基づいた帰納的な

予測アプローチに加えて，変動のメカニズムを考慮した運動学的な数値シミュレーションにより，将来の

地殻変動を定量的に評価する演繹的な手法を構築することも重要であると考えられる。これらのことから，

本研究では，地下構造の粘弾性不均質を考慮した数値シミュレーションによって，地殻変動の時間発展

を予測する手法を構築するため，九州地方南部のせん断帯を事例とした三次元地殻変動シミュレーショ

ンを実施した。 

解析では，有限差分法コード FLAC3D ver. 5.0（Itasca, 20177)）を用いて，領域内を全て弾性体と仮定

した均質なモデルと，地球物理学的情報を基に地殻の粘弾性不均質を仮定したモデルについて，それ

ぞれ数値シミュレーションを実施した。モデル領域は，九州地方のほぼ全域をカバーする，南北 300 km，
東西 200 km，深さ 30 kmの領域であり，均質・不均質モデルともに節点 120,156点，要素は全て六面体
で構成される。要素の大きさは，水平方向 4 km，上下方向 1 km とした（図 3.2.2-1）。境界条件は，フィリ
ピン海プレートの沈み込み及び沖縄トラフの拡大に伴う変位速度を考慮した（図 3.2.2-2）。九州地方を
アムールプレートとみなした場合，フィリピン海プレートの収束速度は，グローバルなプレート運動モデル

に従うと，約 6～7 cm yr-1と推定される（Sella et al., 20028)；DeMets et al., 20109)）。一方で，豊後水道では，

Mj 7クラスの地震に相当するスロースリップイベントにより定期的にプレート沈み込みによる一部の弾性ひ
ずみが解放されていること（Hirose et al., 199910)；Miyazaki et al., 200311)；Ozawa et al., 201312)）や，豊後

水道の南方沖合に位置する海域では，1968 年及び 1996 年に発生した日向灘地震のような低角逆断層
型地震が周期的に発生していること（Yagi et al., 199913)；Yagi et al., 200114)）が知られている。これらを踏

まえると，グローバルなプレート運動モデルから導かれる約 6～7 cm yr-1の収束速度は，シミュレーション

の変位速度境界条件としてはやや過大であると考えられる。さらに，GNSS 速度場に示される九州地方

北東部の地殻変動（例えば，Takayama and Yoshida, 200715)；Wallace et al., 200916)）は，フィリピン海プレ

ートの収束方向への変動が卓越しており，沖縄トラフの拡大の影響よりもプレート沈み込みによる影響の

方が支配的である。他方，九州地方南部における沖縄トラフの拡大速度は，GNSS 速度場から約 1 cm 
yr-1であることが推定されている（Nishimura et al., 200417)）。以上を合わせて考えると，九州地方北東部

の沈み込みの影響は，少なくとも沖縄トラフ拡大速度よりは大きいと予想される。このことから，フィリピン

海プレートの沈み込みよる変位速度境界条件は，暫定的に 3 cm yr-1，沖縄トラフの拡大による変位速度

境界条件は 1 cm yr-1と仮定した（図 3.2.2-2）。また，モデル領域の底面（深さ 30 km）はローラー条件を
課し，上下方向には不動とした。さらに，モデル領域の側面は自由境界とした。 

モデルを構成する媒質について，弾性体を仮定した均質なモデルでは，剛性率を 30 GPa，ポアソン
比を 0.25とした。一方で，粘弾性不均質を考慮したモデルについては，上部地殻を厚さ 15 kmの弾性体
（剛性率を 30 GPa，ポアソン比を 0.25），下部地殻を厚さ 15 kmのMaxwell粘弾性体（剛性率を 30 GPa，
ポアソン比を 0.25，粘性率 1021Pa・s）と仮定した。なお，粘性率については，Kaufmann and Amelung 
（2000）18)を参照した。また，既存の研究によって推定されている地震発生層の下面深度分布や三次元
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地震波速度構造等の情報を踏まえ，九州地方を南北に横切るような幅 40 km の火山フロントを設定した
（図 3.2.2-1）。さらに，MT法によって推定された比抵抗構造（Umeda et al., 201419)）を基に，地殻内の流

体が存在する領域として，九州地方南部のせん断帯直下（深さ 10～30 km）の背弧側に粘性の低い領域
（粘性率 1018Pa・s，図 3.2.2-1 の赤色でハッチを付した部分）を設定した。なお，今回のシミュレーション
では，重力の効果を考慮していない。また，このシミュレーションでは，各モデルとも外力を作用させてか

ら 30,000年後までの計算を行った。 

以上に述べた数値シミュレーションの結果を図 3.2.2-3に示す。均質なモデル及び粘弾性不均質を考
慮したモデルともに，フィリピン海プレートの沈み込みと沖縄トラフの拡大による効果を考慮することによっ

て，東西方向に延びるせん断ひずみ速度の大きな領域が定性的に再現された。ここで，均質なモデルに

関するせん断ひずみ速度の分布については，鉛直方向にほとんど変化がなかった。一方，粘弾性不均

質を考慮したモデルでは，せん断ひずみ速度分布の空間変化が非常に大きい。今回の不均質モデル

では深さ 10～15 km 以深に粘性率の低い領域を設定したが，その領域の直上には局所的にせん断ひ

ずみ速度の大きな領域が現れ，それらが地表へと繋がる様子が認められた。この特徴は，GNSS 観測デ
ータに基づいて推定された九州地方のせん断ひずみ速度分布（Wallace et al., 200916)）にも認められて

いる。以上の結果は，地殻内に存在する流体が，その周辺の地殻変動場に密接に関与していることを示

唆すると考えられる。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，地下構造の粘弾性不均質を考慮した数値シミュレーションによって，地殻変動の時間発

展を予測する手法を構築するため，九州地方南部のせん断帯を事例とした三次元地殻変動シミュレーシ

ョンを実施した。その結果，GNSS 観測によって推定された局所的な地殻変動が，流体分布域を粘弾性
体として仮定したシミュレーションによって定性的に再現されることが確認できた。これらの成果は，地殻

内の粘弾性不均質がその周辺の局所的な地殻変動に関与していることを示唆するとともに，三次元地殻

変動シミュレーションにおいて地殻内の粘弾性不均質を考慮することの重要性を示すと考えられる。 
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図 3.2.2-1 モデル領域と構造及び媒質 
（上）均質なモデル，（下）粘弾性不均質を考慮したモデル。赤色の点線で囲んだ X=180～210 km，
Y=40～120 kmの領域に粘性率の低い領域を設定した。 
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図 3.2.2-2 モデルに与えた変位速度境界条件 
 

 

 

図 3.2.2-3 30,000年経過時のせん断ひずみ速度の深さ方向の分布 
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3.3 年代測定技術の開発 

3.3.1 ウラン系列放射年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

将来の地質環境の安定性を評価する上では，着目する地質環境の過去の変遷を解読し，変遷の傾

向を将来へ外挿して予測することが基本となる。過去の地質環境の変遷を解読するためには，隆起・侵

食や断層運動及び火成活動等の自然現象に時間軸を与える放射年代測定法による編年技術の整備が

不可欠である。また，現時点では地層処分に関して特定の地質やサイトが選定されていないことから，概

要調査や精密調査の段階でこの編年技術を有効なものとするには，様々な地質環境を想定して普遍的

に存在する試料に対応でき，かつ広範な年代範囲で測定可能な技術の整備が求められる。 

このうち，地下の地質環境の変遷を読み解くためには，地下水やガスの通路となり得る高透水性の地

質構造（透水性割れ目や断層等；Yoshida et al., 20001)；舟木ほか, 20092)）を把握した上で，その長期的

な発達過程を推定することが重要となる。数十万年程度の時間スケールにおける割れ目の発達過程を

推定するためには，割れ目の形成やシーリング等の形成・発達履歴を明らかにし，割れ目近傍の環境変

化を解読する必要がある（吉田, 20123)）。割れ目の形成・発達履歴を解明する上で，割れ目を充填する

鉱物はその指標になり得る（石橋ほか, 20144)）。例えば，西本ほか （2008）5)や Nishimoto and Yoshida 
（2010）6)では，割れ目充填鉱物の産状や晶出温度から，割れ目の形成・発達履歴が議論されている。ま

た，サイトに存在する断層の活動性を評価することも重要となるが，これには炭酸塩鉱物（方解石）等の

充填鉱物の年代測定（例えば，柴田・高木, 19887)；Vargas et al., 20118)；Yamasaki et al., 20139)；Nuriel et 
al., 201210)）が有効である可能性がある。炭酸塩鉱物は岩種や岩盤の形成過程に依存せずに，岩盤中

に広く一般的に産出する鉱物であるため（Yoshida et al., 20001)；西本ほか, 20085)；Nishimoto and 
Yoshida, 20106)；Iwatsuki and Yoshida, 199911)；吉田, 201212)；横田・吉田, 201313)），汎用的な古環境指

標物質として利用可能である。 

ウラン（U）は微量元素であるものの岩石中に一般的に存在する元素であり，ウラン系列の放射年代測
定は，応用できる試料の対象範囲が広く，地球惑星科学の分野で広く用いられている。ウラン-238（238U，
半減期：約 44億 6800万年）及びウラン-235（235U，半減期：約 7億 380万年）の壊変を年代時計として利
用するウラン-鉛（U-Pb）法は，数十万年から数十億年までの時間分解能を有する。また，ウラン-234（234U）
とトリウム-230（230Th）の放射非平衡を利用したウラン・トリウム（U-Th）法では，数千年からおよそ 50 万年
前までの比較的若い年代に対応した年代学的な評価が可能である。以上から，特に炭酸塩鉱物に対す

るウラン系列の放射年代測定技術は，地質環境の長期安定性を評価する際に有効であると考えられる

ため，その技術開発を進めている。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

年代測定の対象とする炭酸塩鉱物は，結晶成長の段階で取り込む鉱物周辺の不純物の濃度等に応

答して累帯構造を呈することが多く，地下環境下での形成・発達史をより正確に解読して過去の炭酸塩

鉱物の生成環境を再現するためには，空間分解能の高い（数 µm から数百 µm）分析技術を構築する必
要がある。このような空間分解能の高い分析技術の構築は，炭酸塩鉱物に留まらず，近年の古環境指標

物質（特にジルコン等の鉱物分析）の年代測定技術開発の傾向でもある。放射年代測定では，親核種の

子孫核種への壊変寄与を検出する手法であるため，親核種あるいは子孫核種に同位体が存在する場
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合には同位体分析を必要とする。空間分解能の高い同位体分析手法としては，二次イオン質量分析法

や誘導結合プラズマ（ICP）質量分析法の試料導入部にレーザーアブレーション装置を採用した LA-ICP
質量分析法等が挙げられる。このような局所領域に対して直接分析が可能な手法には，前処理の簡便

性や高い空間分解能で年代値や同位体組成が得られる等の長所がある反面，分析値の補正のために

分析対象とする鉱物と結晶構造や元素の存在度が酷似した標準試料を必要とするため，対象試料範囲

の拡大（一般化）が困難であるという短所もある。このような点から，炭酸塩鉱物の局所領域に対する年代

測定手法の確立は，地下環境の変遷を再現する手法としてブレークスルーとなり得る一方で，分析技術

の確立には標準試料の選定等の課題も多い。 

(3) 実施内容・結果 

平成 27 年度には，ジルコンを対象として平成 26 年度に導入した LA-ICP 質量分析装置による U-Pb
年代測定手法の整備を試みた。また，炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定手法の確立に向けて，炭酸カルシ
ウムの標準試料の選定に着手した。平成 28年度は，平成 27年度に引き続きジルコンを対象としたU-Pb
年代測定手法の整備・高度化を進めるとともに，炭酸カルシウムの標準試料の選定を行った。さらに，割

れ目を充填する炭酸塩鉱物の分析に必要な同位体イメージング技術の整備を実施した。 

1) ジルコンの分析による LA-ICP 質量分析計を用いた U-Pb年代測定技術の確立 

平成 27 年度には，LA-ICP 質量分析法や二次イオン質量分析法によるジルコンの U-Pb 年代測定や
希土類元素分析において，標準試料として広く利用されているジルコン 91500（年代値 1065 Ma；
Wiedenbeck et al., 199514)）を用いて，年代既知のジルコン Ybr157（報告年代値 569.5 Ma）の U-Pb年代
測定を実施した。しかしながら，得られた年代値が報告年代値に対して有意に古い値（約 600 Ma）を示し，
年代一致曲線（コンコーディア）から外れるという問題が生じていた。この年代値の相違は，分析時にお

ける 91500 と Ybr157の間のレーザー照射に対する応答の違いから生じていると判断され，特に Pb/U比
の分析に問題があることが示唆された。この問題の解決を図るため，平成 28 年度はレーザーの照射条
件についてより詳細な検討を行った。分析には挟み込み法によるデータ補正に用いる標準ジルコンとし

て 91500 を用い，未知試料として測定するジルコンには，年代標準試料としてより広く利用されている年
代既知ジルコン FC1（年代値 1099 ± 0.6 Ma；Paces and Miller, 199315)；Compston, 199916)；Black et al., 
200317)；Schmitz et al., 200318)）を用いた。全ての U-Pb同位体比測定にはレーザーアブレーション装置
（Photon Machines 社製 Analyte G2）及びマルチコレクターICP 質量分析計（Thermo Scientific 社製 
NEPTUNE-plus）を用いた。 

平成 27年度に実施したジルコンの分析におけるレーザー照射条件（直径 25 µm円形，定点法，エネ
ルギー密度 2.0 J cm-2，繰り返し周波数 5 Hz）では，分析時間の経過とともに U及び Pb イオンの信号強
度が著しく減衰しており，ダウンホール分別として知られる元素分別が生じていた。そのため，分析条件

のうち主にレーザーの径，照射法（定点法/走査法），エネルギー密度及び繰り返し周波数を変えて，信
号強度の変動を把握し，得られる分析年代値と報告されている年代値とを比較して適切な分析条件を検

討した。分析結果の一例を図 3.3.1-1 に示す。分析条件の検討の結果，20 μm 程度の空間分解能を必

要とする分析では，レーザー照射による掘削深度が大きくなるにつれて生じるダウンホール分別を抑制

するため，3 Hz程度の低周波数で分析する必要があることが判明した。一方で 3Hz以下の繰り返し周波
数では，U及び Pbイオンの信号強度がレーザーの周波数と同調して変動するため，レーザーの繰り返し
周波数を下げ過ぎず（3 Hz以上），エネルギー密度を下げる（2.0 J cm-2程度）ことで，ダウンホール分別

の影響を軽減させることが重要であることが確認された。図 3.3.1-1に示した分析では，FC1の 18の測定
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点より得られた年代値が 1107 ± 7.9 Ma となり，報告年代値の 1099 ± 0.6 Ma と比較して 1σ誤差範囲は
重なった。加えて，同一条件にて平成 27年度に U-Pb年代測定を実施した Ybr157について，再測定を
実施したところ，得られたU-Pb年代値は 566 ± 9.6 Maであり，1σ誤差の範囲内に報告年代値（569.5 Ma）
が含まれる（図 3.3.1-2）。これにより，複数のジルコン試料について年代測定が可能であることが確認され，
LA-ICP質量分析による高精度かつ高確度な U-Pb年代測定手法を整備することができたと判断できる。 

2) 炭酸塩鉱物の標準試料の選定 

LA-ICP 質量分析法による同位体分析では，試料にレーザーが照射される時に起きる元素分別が試

料の物理的特性及び化学的特性（マトリックス）に依存するため，マトリックスの同じ標準試料と未知試料

を交互に測定し，未知試料の分析値を挟み込み法によって補正する手法が用いられている。そのため，

ジルコンや炭酸塩鉱物といった個々の試料に応じて，同じマトリックスの標準試料を使用する必要がある。

炭酸塩鉱物の LA-ICP質量分析では，世界的にも未だに標準試料が選定・開発されておらず，この課題
を解決するため，平成26年度より標準試料の選定と評価に取り組んできた。平成28年度も，標準試料の
選定及び作製を継続して実施した（原子力機構, 201719)）。 

標準試料の選定では，既往研究で湿式 U-Pb 年代測定の実施されている蒸発岩（Castile Fomation 
Evaporite：CFE）中の方解石（total Pb/Uアイソクロン年代値：251.5 ± 2.8 Ma [Becker et al., 200220)]）につ
いて，LA-ICP 質量分析法による U-Pb同位体分析を実施した。CFE 中の方解石試料の Pb 同位体組成
に関する均質性から標準試料としての有用性が確認された。また，Pb/U比及び Pb同位体比が均質な方
解石の人工作製を試行した。人工作製では，U及び Pbイオンを含む標準溶液から単相の方解石結晶を
沈殿させる手法（以下，「沈殿法」）と，炭酸カルシウム粉末に U 及び Pb イオンを含む標準溶液を添加し
てペレットを作製する手法（以下，「ペレット法」）を試行した。沈殿法による試料作製では，天然の炭酸塩

鉱物の持つ U/Pb 比の多様性を考慮し，標準溶液中の Pb イオンの濃度を変化させることによって，3 種
類の U/Pb 比の異なる方解石の作製に成功した。ペレット法による試料作製では，同位体イメージングに
よって試料中の U及び Pbの濃度分布に不均質が確認された。 

3) 割れ目を充填する炭酸塩鉱物の分析 

LA-ICP 質量分析計による炭酸塩鉱物の局所領域 U-Pb 年代測定を実施するうえで重要になるのが，
分析点の選定である。一般に鉱物内の微量元素分布には有意な不均質性が見られ，この微量元素分

布の不均質性は炭酸塩鉱物にも認められている（例えば，Milodowski et al., 200521)）。従って，炭酸塩

鉱物に限らず，鉱物の年代測定を実施するには，微量元素分布の情報からこのような形成・発達履歴を

解読する必要がある。また，海成炭酸塩鉱物の微量元素の分配係数と平衡濃度から，炭酸塩鉱物は U
濃度が低く U-Pb年代測定の困難さが指摘されているため（Jahn and Cuvellier, 199422)），ウラン系列の放

射年代測定を適用する上では，U（親核種）濃度の高い領域を探索する技術整備が必要である。炭酸塩
鉱物の形成発達履歴の解読及びU濃度の高い領域を探索するための有効な手法としてLA-ICP質量分
析法による同位体イメージングが挙げられる。平成 28年度は LA-ICP質量分析法を用いた同位体イメー
ジング技術の整備を行った。 

LA-ICP質量分析法によって炭酸塩鉱物試料の Uや Pbについての同位体イメージングを取得するこ
とにより，試料の中で局所領域 U-Pb 年代測定に適する領域を選定することが可能になる。一般的には，
親核種であるUの濃度が高く，初生 Pbの濃度が低い領域が年代測定に適すると考えられるが，そのよう
な領域から得られた U-Pb 年代値が必ずしも鉱物の生成年代を表すとは限らない。例えば，別の粒子状
物質の混入の痕跡が認められる場合や，鉱物生成後の局所的変質によって特定の元素が濃集（あるい
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は散逸）した結果，U 濃度が高く，Pb 濃度が低い領域が生じた場合等，試料の元素・同位体について閉
鎖系が成り立っていない場合は，分析対象として不適切な領域となる。このような不適切領域は周囲と比

べて有意に異なる元素組成を示すため，様々な同位体のイメージングを取得することによってこれを判

別することができる。LA-ICP質量分析法による同位体イメージングでは広い濃度範囲で U，Th，Pb及び
その他の微量元素の同位体イメージングが可能なため，この手法は微小領域 U-Pb 年代測定にとって有
効である。これらの知見に基づき，平成 28 年度はレーザーアブレーション装置（Photon Machines 社製
Analyte G2）に ICP四重極型質量分析計（Agilent社製 ICP-MS 7700x）を接続したシステムを構築し，こ
れを用いて炭酸塩試料の同位体イメージングを取得する技術を整備した。同位体イメージングを実施し

た例として，山口県美弥市秋吉台の北山北より採取した鍾乳石（試料名：AK-1）（原子力機構, 201523)）

の結果を図 3.3.1-3に示す。 

(4) 主な成果と課題 

ジルコン試料 FC1の U-Pb年代測定を通じて，平成 26年度に導入した LA-ICP 質量分析計による微
小領域 U-Pb 同位体分析技術を確立した。分析条件の検討の結果，レーザー照射によって生じるダウン
ホール分別を抑制するため，3 Hz程度の低周波数で分析する必要があることが判明した。複数のジルコ
ン試料について年代測定が可能であることが確認されたため，本装置を用いた U-Pb年代測定手法を整
備することができたと判断できる。今後予定する炭酸塩鉱物の U-Pb年代測定においては，ジルコンの分
析と同様に，測定する試料の U及び Pbの含有量を考慮した適切な分析条件を探る必要がある。 

炭酸塩鉱物の標準試料の選定については，湿式 U-Pb 年代測定によって年代値が決定されている炭
酸塩鉱物試料（CFE 中の方解石）について同位体分析を実施した。その結果，この試料が炭酸塩鉱物

微小領域 U-Pb年代測定の標準試料として利用できる可能性が示唆された。また，人工的に単相の炭酸
塩鉱物（方解石）を生成することに成功した。また，生成手法としては，ペレット法よりも沈殿法が有効であ

ることが判明した。人工的に作製した試料は，今後，標準試料としての有用性（U や Pb 等の元素の均質
性）を確認するほか，U/Pb 比が任意に調製できるように試作を重ねる必要がある。CFE 中の方解石だけ
でなく，複数の標準試料が得られれば，より精度の高い炭酸塩鉱物の年代測定が可能となる。 

また，割れ目を充填する炭酸塩鉱物の分析に備えて LA-ICP質量分析法による同位体イメージング技
術を確立したことにより，微小領域U-Pb年代測定を行ううえで有用な元素分布情報を取得できるようにな
った。この技術は，様々な炭酸塩試料の微小スケールの元素・同位体分布情報を得る有効な手段である

とともに，微小領域 U-Pb年代測定を行う際には特に必要とされる技術であると言える。 

今後は，示準化石等の年代既知の炭酸塩鉱物を試験試料として，これまでに整備・確立した手法を用

いた年代測定を実施し，本技術の有効性を確認する。また，同位体イメージングの高度化として，質量分

析部のドリフトの抑制，バックグラウンド信号の低減，分析精度の向上等を行うことで，より確度の高い同

位体イメージング技術の整備を目指す。 
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図 3.3.1-1 ジルコン FC1の U-Pb年代測定結果 
a. Wetherill コンコーディア図；b. Tera-Wasserburg コンコーディア図 

青曲線はコンコーディア（年代一致曲線）を示し，図中の数値はコンコーディアプロットから得られる年

代値（Ma）を示す。赤楕円は各測定点から得られた同位体比（1σ 標準誤差を含む）を示し，水色の楕円
は 18 点分析から得られた平均値を示す。また，枠内の MSWD は重み付き標準偏差の二乗平均を，

Probabilityはコンコーディアとの相関性を示す。 
 

 

図 3.3.1-2 ジルコン Ybr157の U-Pb年代測定結果 
a. Wetherill コンコーディア図；b. Tera-Wasserburg コンコーディア図 

青曲線はコンコーディア（年代一致曲線）を示し，図中の数値はコンコーディアプロットから得られる年

代値（Ma）を示す。赤楕円は各測定点から得られた同位体比（1σ 標準誤差を含む）を示し，水色の楕円
は 15 点分析から得られた平均値を示す。また，枠内の MSWD は重み付き標準偏差の二乗平均を，

Probabilityはコンコーディアとの相関性を示す。 
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図 3.3.1-3 鍾乳石試料 AK-1の同位体イメージングの結果（1/2） 
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図 3.3.1-3 鍾乳石試料 AK-1の同位体イメージングの結果（2/2） 
試料写真中の小円で囲んだ部位において Be，B，Mg，Mn，Fe，Sr，Ba 等が顕著に濃集していること

が確認できる。232Th 及び 238U の同位体イメージング中の白円で囲んだ領域は U と Th の両方が濃集し
ている微小部位（直径 200 μm 程度）である。同位体イメージングの結果から，鍾乳石の主成分元素であ
る Ca の濃度分布に有意な変動はないが，その他のほとんどの元素の濃度分布には有意な変動が認め
られた。試料写真で確認される薄茶色層と高濃度部が良く一致するのは Li，Al，Fe，Rb，ある程度一致
するのは Mg，K，Sc，Sr，Pb であり，その他の元素は有意な一致を示さない。同位体イメージング領域の
中央から下半分にかけて Sc と Feの濃度が徐々に上昇しているように見えるが，これは質量分析部のドリ
フトが原因であり，実際には濃度上昇は起きていないことが判明した。 
レーザーの形状及び走査速度はそれぞれ 150×150 µm正方形及び 300 µm s-1。同位体イメージング

所要時間は 158分。 
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3.3.2 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

光ルミネッセンス（OSL）年代測定法は，石英や長石を用いて数十年～数十万年の年代測定が可能で
ある。すなわち，炭素-14（14C）法やカリウム‐アルゴン（K-Ar）法との間の数万～数十万年の期間を埋める
方法として，考古学，第四紀学，自然地理学に加えて防災に関連する分野での適用が期待されている。

また，原岩の形成年代に依存しない，石英や長石等の埋没年代を推定することが可能であるため，段丘

堆積物を利用した隆起速度の推定や上載地層法による活断層の評価に有効な年代測定法である。しか

し，日本列島でOSL年代測定法を適用した事例は，欧州や豪州等の大陸地域に比べると多くない。そこ
で第3期中長期計画では，日本列島の段丘堆積物等の石英及び長石粒子を用いたOSL年代測定法を
整備し，適用事例の蓄積を進める。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

OSL年代測定法は，石英や長石等の鉱物結晶がウラン，トリウム，カリウム等の天然の放射性元素から
の放射線や宇宙線を浴びることで，結晶内の不純物や格子欠陥に捕獲される不対電子の量が時間に応

じて増加することを利用した年代測定法である（奥村・下岡, 20111)）。鉱物結晶内に捕獲された不対電子

は，光刺激により正孔と再結合して OSL を放出し，鉱物内に蓄積されていた不対電子はリセット（ブリー

チ）される。そして，この鉱物粒子が他の粒子に被覆されたりして埋没し，光から遮断されると再び不対電

子が蓄積される。OSL 測定では，試料そのものが持つ天然の OSL 強度を測定した後，同一試料に人工
放射線を段階的に照射して，各線量に対する OSL 強度から線量応答曲線を得ることで鉱物に蓄積され
た線量（蓄積線量）を求めることができる。OSL年代は，蓄積線量を年間線量で除して求められる。 

2000年に Single aliquot regenerative dose （SAR法；Murray and Wintle, 20002)）が提案されて以降，

OSL 年代測定法は，レス，海成堆積物，河川堆積物，砂丘，津波堆積物（例えば，Murray and Olley, 
20023)；Tamura et al., 20114)；Tamura et al., 20155)）等に含まれる石英を対象に広く適用されるようになり，

大陸地域では堆積物の年代測定法として定着している。しかしながら，日本のような変動帯では，OSL年
代測定に適さない信号を有した石英が存在することが分かっており（Tokuyasu et al., 20106)），このことが

日本国内での石英を用いた OSL 年代測定法の適用を妨げる一因となっている。これは，大陸地域と比

較して日本の地質が複雑であることや OSL 年代測定に適さない信号を有する火山岩起源の石英が多く
存在することが影響しているためと考えられる。そのため，日本の堆積物中の石英に最適な OSL 年代測
定法を整備するには，河成段丘堆積物の OSL年代測定を行い，堆積物に挟在する指標テフラとの関係
性から，OSL年代値の妥当性と手法の有効性について検討する必要がある。平成 27年度の研究では，
木曽川沿いに分布する河成段丘堆積物を事例対象とした実験を行い，OSL 年代測定とテフラ分析のそ

れぞれの結果を比較した（石丸ほか, 20177)）。しかし，テフラから堆積時期の絞り込みが十分にできなか

ったのに加え，含水比の見積もりや年間線量の算出，光に対する反応速度の違いによって区分される複

数の信号成分ごとの分離において課題が残った。 

一方，測定手順を決定する上で重要な石英の OSL 信号特性は，起源の違いや岩石から削剥されて

からの時間経過，加熱の有無に影響されると考えられるが（Tokuyasu et al., 20106)；Moska and Murray, 
20068)），それがどのような条件で決まるのかについては，完全には明らかになっていない。そのため，

様々な起源の堆積物や岩石に対し，OSL 信号特性とその他の物理・化学的特性（電子スピン共鳴（ESR）
信号特性や熱ルミネッセンス（TL）信号特性等）との比較や，加熱処理等に対する OSL信号特性の変化
を調べる実験的検討を進めることも重要である。 
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(3) 実施内容・結果 

平成 27年度の検討では，加熱処理に対する石英粒子のOSL及び TL信号特性の変化を調べるため，
様々な温度で加熱処理したそれぞれの試料に対し OSL 信号を測定するとともに，TL カラー画像を取得
し，加熱した温度ごとの比較を行った。その結果，砕屑粒子の基本的なルミネッセンス信号特性を決める

要因が，加熱よりも起源に依存する可能性を示唆することが分かった（石丸ほか, 20177)）。平成 28 年度
は，河川堆積物とその後背地の岩体との関係が比較的明瞭な庄内川（土岐川）流域の河川堆積物と東

濃地域の基盤岩を事例対象として，OSL及び TL信号特性の比較を行った。 

庄内川流域の河川堆積物は，北名古屋市の堆積物コア試料（以下，「KNG コア」；図 3.3.2-1；丹羽ほ
か, 20089)；原子力機構, 201610)）を用いて検討した。基盤岩は，美濃帯堆積岩類（チャート，砂岩，泥岩），

木曽駒花崗岩，伊奈川花崗岩，苗木・上松花崗岩，花崗斑岩及び濃飛流紋岩について検討した（原子

力機構, 201711)）。石英粒子は幡谷・白井（2003）12)及び原子力機構（2015）13)の手法に基づき，粒径 75
～250μm の粒子を抽出した。OSL 及び TL 信号測定では，Freiberg 社製のアリコット作製キットを用い
て作製したアリコット（石英試料を直径 1 cm の試料皿に載せたもの）を使用した。OSL 信号は，最初に

500 ℃・10 秒で加熱処理を行った後，装置のβ 線源で 50 Gy を照射し，240 ℃・10 秒で加熱処理を
行い，励起光の出力を 0～90 ％まで一定速度で上げながら 1,000秒間測定した。TL信号は，OSL信号
測定と同時に測定を行った。 

基盤岩試料のOSL信号測定結果では，試料 10-a1（伊奈川花崗岩）を除く全ての試料において，測定
開始から早い時間に現れる 15～30 s付近を頂点とするピーク（1st Peak）が見られた（図 3.3.2-2(a)）。また，
試料 10-a1，10-a2，13-a3，14，15，16，17，18-a1，20，21-a1，21-a2 及び 25-b1 では遅い時間に現れる
580～850 s付近を頂点とするピーク（2nd Peak）が見られた。2つのピークが見られるものについて，ピー
ク強度の比（1st Peak/2nd Peak）を計算すると，ほとんどの試料が約 1.0かそれよりより高い値を示した（図
3.3.2-3(a)）。基盤岩試料の TL測定結果では，100～115℃及び 200～215℃付近にピークが見られ，100
～115℃付近のピークが顕著に高く現れた（図 3.3.2-2(b)）。しかし，今回事例研究とした試料については，
岩石種とピーク強度（比）との明瞭な相関関係は認められなかった。 

KNGコア試料のOSL信号測定結果では，全ての試料で 15～30 s付近を頂点とする明瞭で比較的早
いピーク（1st Peak）が見られた（図 3.3.2-2(c)）。また，KNG6を除く全ての試料で 660～740 s付近にピー
ク（2nd Peak）が見られた。これらのピーク強度の比（1st Peak /2nd Peak）を見ると，KNG14を除き 1.0 より
高い値を示した（図 3.3.2-3(b)）。TL測定結果では，100～120℃及び 210～230℃付近にピークが見られ，
100～120℃付近のピークが顕著に高く現れた（図 3.3.2-2(d)）。KNG15 及び 16 では OSL 信号の 1st 
Peak/2nd Peak の比が非常に大きいことが特徴であるが，これが給源鉱物や堆積環境の違いを反映して
いるかどうかは，より詳細な検討が必要である。 

(4) 主な成果と課題 

今回の測定結果からは，OSL 及び TL 信号特性のみから給源岩石を明瞭に識別できる情報は得られ
なかった。OSL及び TL信号強度の違いは，石英の風化やα線照射による極微量の不純物の拡散の効
果によるものと指摘されている（山中ほか, 201714)）。OSL及び TL信号特性から算出したピーク強度比の
違いは，石英が受けてきた環境変化の影響を評価している可能性もある。いずれにしろ，石英の OSL 及
びTL信号特性だけでは，砕屑粒子の起源に関する情報を捉えることは困難であると考えられる。給源岩
石の識別という観点では，石英内部に捕獲された不対電子についての情報等，石英の信号についてより

詳細に情報を解析できる ESR信号特性の方が適していると考えられる（原子力機構, 201711)）ため，それ
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らの情報と組み合わせた検討を行うことが今後の課題である。 

一方，測定した基盤岩及び堆積物試料の多くは，光や熱に対して反応速度が速い成分を有している

ことが言える。このことは，石英に対して OSL 年代の測定が可能であることを示唆している（Tokuyasu et 
al., 20106)）。今後引き続き，段丘堆積物のOSL年代測定について，事例研究の蓄積を図ることが重要で
ある。 

 

 

 

図 3.3.2-1 KNG コアの柱状図 
原子力機構（2016）10)による。 
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図 3.3.2-3 OSL信号のピーク強度比 

(a) 基盤岩試料, (b) KNG コア試料。原子力機構（2017）11)による。 
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3.3.3 アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

地質環境の長期安定性の評価に関わる断層運動，火成活動，隆起・侵食等の特に第四紀の活動履

歴を把握する方法の一つとして，様々な地質学的試料に含まれる長半減期放射性核種を用いた放射年

代測定がある。原子力機構（当時，核燃料サイクル開発機構）では，過去数十万年を対象とした年代測

定の重要性が増すこと想定し，ベリリウム-10（10Be），炭素-14（14C），アルミニウム-26（26Al），塩素-36
（36Cl），ヨウ素-129（129I）等の複数の長半減期放射性核種の年代測定が可能となるタンデム型加速器質
量分析計（ペレトロン年代測定装置）を導入し，平成 9年から東濃地科学センターに整備し始めた。 

施設整備後，過去 5 万年程度までの年代が推定でき，需要が最も多い 14C 測定を開始し（Xu et al., 
20001)），種々の地質学研究，例えば，段丘の形成年代や断層の活動履歴の推定に関する研究（及川ほ

か, 20082)；丹羽ほか, 20093)；丹羽ほか, 20104)等）に利用されている。このほか，これまでは，原子力機構

が進める環境科学研究（Nakanishi et al., 20145)；Nakanishi et al., 20126)；竹内ほか, 20147)），さらには原

子力機構の施設供用制度等を通して様々な調査・研究に貢献している（Okuno et al., 20138)；奥野ほか, 
20159)；Mirabueno et al., 201410)；國分ほか, 201411)）。また，実試料の測定に並行して，精確さや測定限

界等のデータの品質の向上も進めている（Saito-Kokubu et al., 201312)；Matsubara et al., 201413)；

Saito-Kokubu et al., 201514)；南ほか, 201515)）。 

第 2期中期計画（平成 22年度～平成 26年度）では，14C年代より長期の地質環境の予測及び評価に
利用可能であり，第四紀全体を対象とできる 10Be 年代測定の実用化を行った。10Be 年代測定に係る試
料調製，ペレトロン年代測定装置の設定及び調整，データ解析に至る一連の技術の整備に取り組みつ

つ，標準試料を用いた試験測定を進めた。その結果，精確な結果が定常的に得られることを確認でき，

ルーチン測定に向けた測定技術の整備を平成 24 年度末をもって完了し（國分ほか, 201216)；松原ほか, 
201217)，Saito-Kokubu et al., 201514)），平成 25年度から施設供用制度による 10Beの依頼測定の受け入
れ開始や実用化を達成した。また，10Beの開発に並行して，26Al年代測定法の実用化に向け，試料調製
及び測定条件の検討，標準試料を用いた試験測定を行った。 

第 3期中長期計画では，26Al及び 36Clの定量法を確立し，26Al及び 36Cl年代測定法を実用化するこ
とを目指す。さらに，ペレトロン年代測定装置で測定可能な他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法

について検討するため，試料調製法や測定法等に係る文献調査にも着手し，検出器の改良等に関する

研究開発も行っていく。このうち平成 27 年度は，主に 26Al 年代測定法実用化，36Cl 年代測定法の情報
収集及び仕様の検討を行った。平成 28 年度は 26Al 年代測定法の高度化に向けた検討及び 36Cl 年代
測定法実用化に向けた検討に加え，新たな宇宙線生成核種等を用いた年代測定法として，129I 年代測
定法の適用について検討を開始した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

宇宙線は大気中の元素や地表物質と反応し，各種の放射性核種を生成する。そのような反応で生成

した宇宙線生成核種である 26Al 及び 36Clを用いた年代測定法は，各々数千～数千万年及び数千～数
百万年の年代測定が可能であり，岩石の露出年代や地下水年代の推定に有用な手法である。第 3期中
長期計画における 26Al年代測定法の利用目的は，岩石の露出年代等を推定するため，宇宙線によって
表層の岩石や土壌に含まれる石英中に生成する 26Alの蓄積量を定量し 10Beと組み合わせることで，より
精度の高い年代推定を可能にすることである。一方，36Cl年代測定法は，これまでに行ってきた 14C年代
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測定法と同様に地下水の滞留時間等の推定が可能であり，14C年代測定法より古い年代を測定できる。  

また，平成 28 年度現在，国内で 26Al 測定及び 36Cl 測定を実施できる施設は，同規模の加速器を有
する東京大学タンデム加速器研究施設MALT（Micro Analysis Laboratory, Tandem Accelerator）（松崎, 
200718)；Matsuzaki et al., 200719)）及び筑波大学（笹ほか, 201520)）に限られている。 

(3) 実施内容・結果 

1) 26Al年代測定法の実用化 

26Al年代測定法の実用化に向けた取り組みは，平成27年度に完了し，施設供用制度による 26Al測定
法の依頼測定の受け入れも開始した。平成 28 年度は 26Al 年代測定法の実用化を達成して初めて，実
試料の測定を行った。この試料は，岩石の露出年代を求めるために測定されたものである。また，カリフ

ォルニア大学が作製した標準試料である 01-4-1及び 01-5-1（Nishiizumi et al., 200421)）を測定して，測定

品質の推移を調べたところ，平成 28年度もデータ品質は概ね従来どおり信頼性が確保されていた（藤田
ほか, 201722)）。また，「タンデム加速器及びその周辺技術の研究会」や「AMS シンポジウム」において
26Al 測定を行っている東京大学タンデム加速器研究施設 MALT や筑波大学の研究発表の拝聴や情報
交換を通じて，より高精度な測定を行うために必要となる試料調製法の改良及び測定でのバックグラウン

ドの低減やビームの安定化について検討した。 

2) 他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法実用化に向けた研究開発 

他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法としては，平成 27年度に 129I年代測定法に着目し，試料
調製法や装置の仕様を検討した。特に偏向電磁石の仕様を検討し問題がないことがわかったため平成

28 年度から 129I 年代測定法の実用化を検討した。試料前処理法では溶媒抽出法について情報収集を
行った。測定試料からのヨウ素の溶媒抽出には，以前より有機溶剤として四塩化炭素やクロロホルムが使

用されている（Togo et al., 201623)）。しかし，これらの有機溶剤はかねてより発がん性が懸念されており，

平成 26年にその指定が有機溶剤から特定化学物質へ移行した。そのため，これらの試薬は今後使用が
困難になるため，代替の試薬を利用した手法が必要となる。近年では，四塩化炭素やクロロホルムの代

替として，ヘキサンを用いる方法が報告されており（賀佐ほか, 200724)），当施設においても本試薬の使

用を検討し平成 29 年度以降使用試験を行っていくこととした。また，低い 129I/127I 同位体比の測定条件
等の検討を行うための試料として，国際的に最も低い同位体比を持つと言われている old iodine
（Muramatsu et al., 200825)）を入手した。この試薬を用いて，ヨウ素（I2）の単結晶から還元剤であるアスコ

ルビン酸を加えて超純水に溶解させたキャリア溶液を作製するとともに，硝酸銀水溶液を加えて，ヨウ化

銀の沈殿が作製できることを確認した。また，装置構成では，標準試料（MUTSU♯2-3）等を用いた試験
測定を行った。この結果，検出器で 129Iを捉えたことを確認できた。 

(4) 主な成果と課題 

26Al 年代測定法については，平成 28 年度は実試料の測定を行うとともに，標準試料を用いた測定品
質の確認により信頼性の高いデータが得られていることがわかった。また高精度化に向けた情報収集も

行うことができた。平成 29 年度以降も引き続き標準試料の測定による信頼性の確認や検出限界の改善
等の技術開発及び情報収集を行う予定である。また 36Cl年代測定法に関する試料調製法や装置構成に
関する情報収集及び仕様の検討等を進める。 
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ペレトロン年代測定装置で測定可能な他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法の検討では，129I
年代測定法の試験測定を行うことを目標とし，そのために必要な標準試料及びビーム調整用試料の準

備や，各ビームライン機器の設定値の調整等，測定に向けての環境を整備した。試験測定においては

検出器まで 129I を導くことができ，実現の目処が得られたことから，今後は実用化に向けて引き続き調整
及び試験測定を行っていく。 
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3.3.4 希ガス同位体を用いた地下水年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

過去から現在までの地下水流動や水質変化のシミュレーション結果等によるモデルの妥当性を示す

ためには，地下水の年代値等のデータを，過去数万年から 100万年程度の期間にわたって得ることが重
要である。このため，地下水中に溶存するヘリウム-4（4He）やネオン-21（21Ne），アルゴン-40（40Ar）を用い
た年代測定技術を開発する。第 3 期中長期計画では，これらの地下水に溶存する希ガス元素を用いた
年代測定を行うために，地下水からの希ガス元素の回収技術の開発及びこれら核種の定量とその際に

必要になる同位体分析の高度化を行うとともに，経年的な変化量を算定する際に問題となる時間変化に

比例しない成分の影響を評価する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

地下水の滞留年代は，炭酸塩の生成に要した時間や物質供給の速度等に制約を与えることから研究

が進められている。地下における炭酸塩の形成は，花崗岩体や堆積層の中に地下水が浸潤し，地下水

中の二酸化炭素が塩として析出することによって形成される。花崗岩体や堆積層を構成する一部の鉱物，

また時には地下水自体も，微量成分としてウランやトリウムを含むが，これらは主としてアルファ崩壊によ

って 4He を放出する。放出された 4Heは地下水の溶存成分となる。このようにして地下水中に蓄積される
4He を用いた地下水の涵養年代の測定には，Torgersen （1980）1) 等の例がある。またケイ酸塩鉱物中に

放出されたアルファ粒子は酸素-18（18O）と反応し 21Ne を生じる。これも微量であるものの周囲の地下水
に溶出し，その測定例としては例えば Lippmann et al. （2003）2)がある。原子力機構においても森川 
（2001）3)が地下水のヘリウム（He）及びネオン（Ne）同位体組成を分析しているが，用いられたVG5400希
ガス質量分析計では 21Neの変化は測定限界以下であるとされている。また Lippmann et al. （2003）2)や

Castro and Jambon （1998）4)は，放射起源 40Arや自発核分裂起源キセノン同位体による変動も報告して
いる。 

地下水の滞留年代の不確かさは，各種希ガスの同位体分析の精度に依存するため，原子力機構で

は東濃地科学センターに平成 26 年度に高分解能マルチコレクター希ガス質量分析計（NGX-004）を導
入した。NGXは， IsotopX社がシングルコレクター希ガス質量分析計の一つである VG5400希ガス質量
分析計をベースにマルチコレクター化し，併せて高利得高安定増幅器を搭載したものである。この装置

は実績のある希ガス質量分析計の設計を踏襲することで全般的な性能を確保した上で，あえてコレクタ

ー配置を固定とすることで質量分析計の容積をVG5400に対し半分程度まで縮小し，試料の利用効率を
高めるとともに，イオン加速電圧を8 kVに高めることでイオン化効率と質量分解能を高めている（IsotopX, 
20125)）。ただし，質量分解能を高めるためにフライトチューブを延長していることから，通常の装置より容

積が増加している。また，NGX-004 と同時に，その前処理装置（PEG-035）も導入した。PEG-035は，3基
のチタンゲッターと通電状態で動作する 1 基の非蒸発型ゲッター（NEG）ポンプによって高い活性ガス除
去能力を備えている。室温で動作する NEG ポンプにより水素を除去し，極低温冷凍機とステンレスシー

ブトラップ及び活性炭トラップを用いて希ガスの分離を行う部分を，水素発生源となるチタンゲッターや通

電状態の NEG ポンプから隔離することによって，質量分析計に送り込む試料ガスの純度を高められる。

また，極低温冷凍機（DE-210SF）により冷却される極低温トラップを備え，He と Neを分離できる。 

本装置を用いて，平成 27年度はNe同位体分析の整備を行った。混合試料からHeとNeを個別に分
離する方法については，Stanley et al. （2009）6)を参考とした。NG-004の性能評価として，大気を希釈し，
精製して作製した標準試料ガス（T-2 ガスとする）を測定したところ，VG5400 を用いた森川（2001）3)の報
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告より 20Ne/22Ne 比，21Ne/22Ne 比とも一桁精度の高い測定値が得られた。また，それぞれの不確かさは，
0.029％，0.27％であった。地下水を対象とした測定では，Nucleogenic 21Ne の検出には 21Ne/22Ne を
0.35 %程度の不確かさで決める必要があり，本結果から，それより小さい不確かさで得られていることが
確認できた。また，銅管の両端をクランプで封止する機材と Swagelok 社の耐圧サンプリング容器にバル
ブを組み合わせたもの（森川, 20013)を参考）の二種類の試料採取容器についても整備した。 

(3) 実施内容・結果 

高分解能マルチコレクター質量分析計については，平成 28 年度は大気を標準試料として測定するこ
とで，He 同位体分析の整備を行った。検出器はそれぞれ，存在量の多い 4He に対しては高い質量分解
能を得られるようにしたファラデーカップ検出器を備える H1 コレクター（H1）を，存在量の少ない 3He に
対しては強度の低いイオンビームの検出に適するイオンカウンティングシステムを備える L1 コレクター
（L1）を使用した。整備当初は 3He/4He ピーク強度比が不安定であり，相対標準偏差（RSD）が 30％程度
であったが，イオン源のスリット等の調整を行ったことにより，その後は安定した比が得られるようになり，

RSD は 10％以下になった（図 3.3.4-1）。測定精度は，通常の He 同位体組成の検討を行うには十分な
三桁程度が得られた。ただし 3He の感度が想定された感度よりわずかに低く，3He ピーク強度が 1 cps 
程度の場合 10 %程度の精度であることから，放射起源の 4He の多い，すなわち，3He/4He 比の小さい
試料（例えば，3He/4He 比が 0.1 Ra 未満；Ra は地球大気の 3He/4He 比: 3He/4He =1.4×10-6）を分析す

る場合，測定回数を増やすといった措置を講じなければ精度が低下する可能性がある。 

また，平成 27年度に整備を行った試料採取容器（銅管及び Swagelok 社の耐圧サンプリング容器）と
模擬地下水として作製した標準水試料を用いて，地下水試料の精製，分離及び測定の手順を確立した。

標準水試料は超純水（Mill-Q）を一週間以上大気暴露させることで，大気中の希ガスを溶存させて作製
したものである。手順は以下の通りである。(1)容器を地下水溶存ガス抽出装置に接続し，超音波洗浄機
で振動させることで容器中の水試料に溶存しているガスを遊離させる。(2)遊離したガスを地下水溶存バ
ス抽出装置で任意のガス量を分取し，精製部である PEG-035 に移動させる。(3)PEG-035 のチタンゲッタ
ーやNEGポンプ等で水蒸気や水素ガス等の妨害成分を除去し，測定対象である希ガスのみを単離する。
(4)測定対象の希ガスをNGXにて同位体分析する。この手順で単離したHe及びNeでも，これまで模擬
試料で得られていたものと同じ測定精度で，測定できることを確認した。 

(4) 主な成果と課題 

本年度は，平成27 年度に実施したNe同位体分析の整備に引き続き，He 同位体分析の整備を実施
し，He 同位体組成の議論に十分な測定精度が得られた。また，標準水を用いて地下水の測定手順につ
いて確立した。今後は，アルゴンの同時同位体測定及びクリプトン，キセノンを含む元素存在度分析につ

いて，分析手法の開発と性能評価を行う必要がある。加えて，標準水試料による測定手法を元にして，

実際の地下水試料の分析を目指す。 
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図 3.3.4-1 3He/4He ピーク強度比 
赤色は平成 28 年 8 月-10 月のデータ，青色は平成 28 年 11 月-12 月のデータを示す。各データ

の誤差棒は標準偏差を示す。実線及び破線はそれぞれ各期間に得られたデータの平均値と標準偏差

を示す。 
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3.3.5 高分解能のテフラ同定手法の開発 

(1) はじめに 

放射年代測定に供する地質試料が得られない場合には，それを補完する方法として，テフラを年代指

標とした編年技術（テフロクロノロジー）が用いられる。テフロクロノロジーは，火山の多い日本において有

効な技術であり，新しいテフラの発見や対比の研究が進むことで，地層処分にとって重要となる第四紀の

堆積物の詳細な年代決定を行えるといった利点を有している。テフラの対比は一般に，層序的連続性，

鉱物組成，火山ガラスや鉱物の屈折率，火山ガラスの形態や化学組成等に基づき行われる。第 2 期中
期計画までの研究開発では，火山ガラスの屈折率の多量測定とその統計解析によって，肉眼で確認で

きないような微量のテフラ起源物質を同定する多量屈折率測定地質解析法（RIPL 法）を提示した（例え

ば，梅田・古澤, 20041)）。また，テフラ中の鉱物に含まれるメルトインクルージョン（結晶成長の過程で取り

込まれたメルトの化石）の化学組成によってテフラを同定する手法も開発した（例えば，中村ほか, 20112)；

古澤ほか, 20133)）。第 3 期中長期計画では，風化に強いジルコン等の化学組成や年代，あるいは火山
ガラス等の微量成分の測定技術の開発を行い，テフラ同定手法の高度化に資するとともに，既往研究に

よる情報が十分でなかった北海道～東北地方を中心に鮮新－更新世テフラカタログを整備する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

近畿，東海から関東，新潟にわたる中部日本を中心とした地方の鮮新－更新世テフラについては，お

よそ 1.5～4.1 Maの間に 16層の広域テフラが識別されており，時空間分布及び火山ガラスの主成分・微
量成分値が明らかにされている（Tamura et al., 20084)；Tamura and Yamazaki, 20105)）。一方，北海道や

東北地方に関しては，広域テフラとして大峰テフラ（Omn: 1.65 Ma），三松-Kd44 テフラ（Mts-Kd44: 1.9 
Ma）及び Znp-大田テフラ（Znp-Oht: 3.95 Ma）以外は明確に見出されておらず，鮮新－更新世の広域テ
フラ研究が遅れている。また，広域テフラの給源火山を示唆する大規模火砕流についても，存在は多数

報告されている（例えば，池田・向山, 19836)；村岡, 19917)）が，降下火山灰層の有無等広域対比は検討

されていない。広域テフラは，日本列島の鮮新－更新世全体に共通な時間面として有用であり，本研究

ではこのテフラカタログの充実に向けて，北海道～東北地方のテフラを中心に既存試料を用いた分析を

進めた。 

(3) 実施内容・結果 

試料は，相模原市立博物館所蔵のテフラ標本（町田 洋コレクション：相模原市立博物館, 20038)）及び

町田 洋 東京都立大学（現首都大学東京）名誉教授から提供を受けた「新編 火山灰アトラス」（町田・新
井, 20039)）関連の試料、合わせて 63試料のテフラについて分析を実施した。試料は洗浄・乾燥後，双眼
実体顕微鏡及び偏光顕微鏡下で，鉱物組成，火山ガラスの形態を記載した。その後，篩別し，原則とし

て 1/4～1/16 mm の粒径の火山ガラスの屈折率を測定した。屈折率測定は，首都大学東京の温度変化

型屈折率測定装置（京都フィッション・トラック社製 RIMS2000）を用い，1 試料につき，40 カウント以上の
測定値を得るようにした。測定精度は，±1～2×10-4である（壇原, 199110)）。なお，採取地，堆積様式及び

層厚は町田 洋氏の記載による。本研究におけるテフラの記載は表 3.3.5-1及び表 3.3.5-2にまとめた。 

火山ガラスの化学分析は，エネルギー分散型 X 線分析（EDS）により行った。分析は火山ガラス 15 粒
子を対象に古澤地質社において実施した。分析装置は HORIBA EMAX Evolution EX-270を使用し，
加速電圧は 15 kV，電流は 0.3 nA，ライブタイムは 50秒で，4 μm四方の範囲を約 60 nmまたは約 150 
nmのビーム径にて走査させて測定した。二次標準物質として米国国立標準技術研究所のNIST620ガラ
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ス，沢田ほか（1997）11)の組成既知の合成ガラス glass-D，MPI-DINGのATHO-G （Jochum et al., 200012)）

及び AT の火山ガラス（町田・新井, 20039)）を用い，測定精度を分析ごとに各ガラスの標準値と比較して

確認した。 

北海道のテフラのうち，火砕流堆積物の多くは，十勝三股や十勝－大雪が給源と推定される。無加・

芽登（めとう）・屈足（くったり）の各テフラは，十勝三股が給源で，約 1 Maの噴出年代を示すとされている
（石井ほか, 200813)）。壮瞥（そうべつ）テフラは北海道南部の洞爺周辺に分布する火砕流堆積物で，

1.59±0.33 Ma（高島ほか, 199214)）のTL年代が得られているが，給源火山等詳細は不明である。これらの
火砕流堆積物に含まれる斑晶鉱物としては黒雲母，角閃石，斜方輝石，単斜輝石等があるが，その量比

はテフラによって様々である（表 3.3.5-1）。火山ガラスの形態は，発泡のよいバブルウォール（bw）型の火
山ガラスが多く含まれるものが多く，これらのテフラは広域分布していることが予想される。火山ガラスの

屈折率は 1.496～1.505の範囲である。化学組成は，十勝－大雪が給源の十勝テフラと安足間（あんたろ
ま）テフラとでは，TiO2，Al2O3，FeO，MgO，Na2O，K2O の値の分布に明瞭な違いが認められる（表

3.3.5-3；図 3.3.5-1）。十勝テフラの噴出年代が 1.3～1.4 Ma 頃であるのに対し，安足間テフラはオルドバ
イ層準の 2 Ma 頃の年代値を持つ美瑛テフラとの類似性が指摘されており（Ikeda, 199115)；町田・新井, 
20039)），噴出年代の隔たりが関連している可能性がある。全体として，北海道起源の火砕流堆積物は，

火山ガラスのK2Oの値が安足間テフラを除いて 3%台後半～5%に集中し，東北地方起源（八甲田 0テフ
ラや鬼首池月テフラ：2%未満；図 3.3.5-2）の火砕流堆積物と異なる範囲を示す。 

北海道の降下火山灰は，試料番号 03-11-5-1 以外はいずれも細粒ガラス質で，瀬棚層（橋本ほか, 
196316)）に挟在される（表 3.3.5-1）。瀬棚層は渡島半島中北部に分布する地層で，保存良好な貝化石を
多産する。堆積年代に関しては，鮮新世～下部更新世まで見解が分かれている（例えば，橋本ほか, 
196316)；椿原, 198917)）。能條ほか （1996）18)は，本層中の 2 枚のガラス質テフラ，ST01 及び ST02 の
K-Ar年代を測定し，それぞれ 0.7±0.2 Ma及び 1.0±0.2 Maを報告している。瀬棚層の火山ガラスの形態
や屈折率は ST01 と ST02で類似しているが，化学組成は，Al2O3，CaO，Na2O，K2O の値の分布に明瞭
な違いがある（表 3.3.5-3；図 3.3.5-1）。 

西南日本のテフラの火山ガラス化学組成のうち，MJB0422（B-Og），MJB0140（Kkt），MJA0073
（K-Tz），MJA0290（On-Pm1），950707（Aso-4）については，既往の給源を同じくするテフラの化学分析
値（町田・新井, 20039)）とほぼ一致する（表 3.3.5-3；図 3.3.5-2）。MJA0278も SiO2の値がやや低く，Al2O3

やK2Oの値がやや高いものの，K-Tzの既往文献値と大きな違いは無い。MJA0073はK-Tz給源の火砕
流堆積物であるのに対し，MJA0278は給源から 900 km以上離れた地点で堆積した降下火山灰であり，
同じ K-Tzでも堆積過程の違いが化学組成の違いに反映されたものと考えられる。 

(4) 主な成果と課題 

本研究により，これまで情報が十分でなかった北海道～東北地方の鮮新－更新世テフラをはじめ，複

数種のテフラについてその特徴と火山ガラス主成分元素組成のデータを整理することができた。今後は，

これらテフラを更なる地域間層序対比，年代指標としての強力なツールとしていくため，微量元素組成や

ジルコン等の含有鉱物の絶対年代といったデータについても充実が図られることが望まれる。 

 

 

 

- 69 -

JAEA-Research 2018-008



 

 

表 3.3.5-1 北海道～東北地方から採取されたテフラの記載 

 
 
 
 
 

試料番号* テフラ名 給源火山 採取地 堆積様式** 層厚 (cm) 主な鉱物*** 火山ガラスの
タイプ****

火山ガラス
屈折率（n）

  その他

MJB0435 0210-5-0 屈足 十勝三股 新得　屈足 pfa？ - bt > ho : qt, pl str, sb, fib 1.496-1.497,
1.499～

屈足pflの下部

MJB0435 0210-5-1 屈足 十勝三股 新得　屈足 pfl >1500 bt >> ho > opx : qt, pl str, fib > bw 1.496-1.498 《Ｎ》

MJB0436 84-8-21(0) 芽登 十勝三股 足寄　富士見台 pfl >1000  +opx : qt, pl bw >>str 1.498-1.500

MJB0437 84-8-5 無加 十勝三股 留辺蘂　大和 pfl >400-500 bt >> +opx, : qt bw, sb, str 1.497-1.499

MJB0438 0210-4-1 十勝 十勝-大雪 富良野　上五 pfl top >8000 bt >> ho > opx : qt, pl  +(sp, sb) - 《Ｒ》

MJB0439 0210-4-2 十勝 十勝-大雪 富良野　上五 pfl >8000 bt, ho, opx >> +cpx sb 1.496-1.497 1.3, 1.4, 1.46 Ma (K-Ar)
pflのマトリックス

MJB0440 0210-2 美瑛 十勝-大雪 美瑛　川沿い pfl >1500 bt, ho, opx : qt - - 1.79-1.95 Ma (K-Ar)，
《Ｎ》オルドバイ？

MJB0441 060684-84(1) 安足間 十勝-大雪 上川 上徳 出草原西方 pfl 数十m opx ≧cpx bw, sb, fib 1.503-1.505 《Ｎ》

MJB0442 83-9-23 壮瞥 洞爺周辺？ 壮瞥　滝下 pfl かなり厚い opx >> cpx, ho : qt, pl bw, str 1.496-1.498 1.59±0.33 Ma (TL)

03-5-20?　旧JR 喜茂別 - 留寿都 pfl (WT) かなり厚い ho >> bt, opx : qt, pl - - 層位不明，《Ｎ》

03-5-25　ST01 瀬棚１ - 今金花石 afa 30-35 bt > +ho, +opx, +cpx str, sb 1.497-1.499 瀬棚層
0.7±0.2 Ma (K-Ar)

03-5-25　ST 美利河 - 今金 afa 30 bt, ho, opx > cpx str, sb, bw 1.497-1.499 瀬棚層

03-5-26-1　ST02下 瀬棚2 - 今金 afa 5-7  +（opx > cpx, ho, bt） sb, bw, str 1.497-1.499 瀬棚層
1.0±0.2 Ma (K-Ar)

03-5-26-2　ST02上 瀬棚2 - 今金 afa - ho, opx, bt > cpx sb, bw, str 1.497-1.499 瀬棚層
1.0±0.2 Ma (K-Ar)

03-5-26-(2)(3)　ST02 top 瀬棚2 - 今金 afa - bt, ho, opx, cpx bw, str, sb 1.497-1.499
1.501-1.502

瀬棚層
1.0±0.2 Ma (K-Ar)

03　5　27 蕨岱 - 黒松内　蕨岱 pfl 250 bt, ho >> opx : qt, pl - - 知来川層中

03　5　29 三ノ原 - 留寿都 pfl - ho, opx > cpx, +bt : qt, pl - -

03 7 1 美瑛 十勝-大雪 美瑛　大久保第一 pfl (WT) - ho, opx : qt - - 美瑛pfl上部

03　7　6 P2 - 北見 訓子府福野 pfl かなり厚い opx, cpx : qt, pl bw, 1.501-1.502

03-7-6-2 P2 pfl - 北見 訓子府福野 pfl かなり厚い opx >> cpx bw, str 1.502-1.504

03-7-2（旧84-8-2） 東雲 - 愛別　東雲 弱WT 数十m opx > cpx : qt - -

03-11-5-1 - - 長万部　高速道横 afa 100 ho > opx : pl >> qt - - 層位不明

MJA0418  809-7(6) Spfa 1 pfl 支笏 伊達国道 pfl 210 opx, ho > cpx sb, bw, str 1.500-1.502

MJA0419  845-11 Spfa 1 pfa 支笏 早来新栄 pfa 400-500 opx, ho > cpx sb, str 1.499-1.502

MJA0422 83.9-36 ④ 銭亀女那川 銭亀 函館　銭亀沢 pfl 600 ho >> opx - -

MJA0441 8311-4 ② Toya 洞爺 共和　国富 - >500 opx > +cpx str, fib, sb 1.495-1.499

MJA0442  809-9(11) Toya pfl 洞爺 伊達国道 pfl >200 opx > cpx fib 1.497-1.498

MJA0469  846-2(8) クッチャロ庶路 クッチャロ 白糠庶路 pfl KP1 60 opx > cpx sb, str 1.501-1.504

MJA0498  8410-2(2) クッチャロ羽幌 クッチャロ 網走藻琴湖 pfl KP4 >500 opx > cpx bw, str 1.502-1.505

MJB0429  007-3(1') 八甲田1（最下部） 八甲田 青森十和田 pfl 300-400 opx > cpx str, sb, bw 1.500-1.502

MJB0432  007-3(2') 八甲田0 八甲田？ 青森十和田 pfl ？ - bw, 黒着色 1.504-1.506

MJB0405 8106-13 鬼首池月 鬼首 鳴子・上原 pfl top >3000 opx sb, str 1.500-1.503

MJB0406 8106-13① 鬼首池月 鬼首 鳴子・上原 pfl - ho > opx fib 1.501-1.504

MJB0409 610-4② 渋民 岩手山 盛岡 四十四田ダム pfl下部 >200 cpx > opx sp -

MJB0410 610-4① 渋民 岩手山 盛岡 四十四田ダム afa 10 opx sp -

MJB0424 8911-25① 男鹿pmt 戸賀湾 安田海岸鮪川層最下部 - 160 bt, opx fib, str 1.496-1.498

MJB0422  8911-25(2) 白頭山男鹿 (B-Og) 白頭山 男鹿半島安田 afa 2.5 opx > ho pm, bw 1.518-1.528

MJB0426 8911-26 Ksm-5 姶良？ 安田海岸脇本層 - 2.5 opx str 1.498-1.500 小田pfl?, 広域分布

*： MJAで始まる試料は第四紀後期，MJBで始まる試料は第四紀中期～前期のテフラ

**： pfa:降下軽石, pfl:火砕流堆積物, afa:降下火山灰, WT:溶結凝灰岩

***： bt:黒雲母, cpx:単斜輝石, ho：普通角閃石, opx:斜方輝石,  pl長石類, qt:石英, +:微量, >:2～3倍程度, >>:4～5倍以上

****： 火山ガラスの形態は岸・宮脇（1996）19)による。bw:バブルウォール型,  str:平行型, sb:スモールバブル型, fib:繊維型, sp:スポンジ型

《Ｎ》: 正磁極期, 《Ｒ》: 逆磁極期　（古地磁気方位は町田・新井, 20039)による）
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表 3.3.5-3 火山ガラスの化学分析値 

 

 

試料番号 テフラ名 SiO2 TiO2 Al2O3 FeO MnO MgO CaO Na2O K2O

MJB0435 0210-5-1 屈足 77.85 0.11 12.56 0.60 0.09 0.07 0.69 3.35 4.69
SD 0.12 0.04 0.10 0.09 0.07 0.04 0.14 0.10 0.21

MJB0436 84-8-21(0) 芽登 77.81 0.13 12.47 1.10 0.03 0.08 0.93 3.47 3.99
SD 0.24 0.05 0.11 0.15 0.04 0.03 0.12 0.15 0.13

MJB0437 84-8-5 無加 77.68 0.06 12.66 0.88 0.07 0.04 0.59 3.38 4.64
SD 0.21 0.05 0.14 0.08 0.04 0.03 0.02 0.25 0.14

MJB0439 0210-4-2 十勝 77.85 0.10 12.49 0.65 0.11 0.09 0.85 3.21 4.66
SD 0.23 0.11 0.15 0.26 0.09 0.08 0.23 0.29 0.80

MJB0441 060684-84(1) 安足間 77.97 0.38 12.04 1.54 0.11 0.31 1.41 4.23 2.00
SD 0.13 0.05 0.09 0.09 0.06 0.04 0.06 0.06 0.05

MJB0442 83-9-23 壮瞥 78.69 0.22 11.90 1.14 0.07 0.19 1.08 3.06 3.66
SD 0.32 0.04 0.12 0.27 0.05 0.03 0.15 0.10 0.12

03-5-25　ST01 瀬棚1 77.83 0.09 13.45 0.65 0.18 0.17 0.26 4.58 2.79
SD 0.22 0.06 0.14 0.07 0.07 0.04 0.05 0.16 0.30

03-5-26-(2)(3)　ST02 top 瀬棚2 77.55 0.08 12.42 0.50 0.09 0.06 0.79 2.78 5.74
SD 0.30 0.05 0.06 0.06 0.05 0.03 0.05 0.35 0.59

MJB0432  007-3(2') 八甲田0 77.70 0.28 12.28 1.78 0.12 0.26 1.63 4.13 1.81
SD 0.14 0.04 0.08 0.08 0.08 0.04 0.03 0.06 0.07

MJB0405 8106-13 鬼首池月 78.54 0.17 12.18 1.30 0.08 0.17 1.32 4.46 1.78
SD 0.17 0.06 0.10 0.09 0.05 0.04 0.05 0.07 0.05

MJB0422  8911-25(2) 白頭山男鹿 (B-Og) 65.53 0.43 16.32 4.13 0.20 0.22 1.24 5.93 6.00
SD 1.24 0.23 0.25 0.34 0.08 0.24 0.39 0.31 0.21

MJB0426 8911-26 Ksm-5 77.15 0.11 12.84 0.54 0.15 0.05 0.92 3.24 5.00
SD 0.18 0.05 0.10 0.07 0.08 0.03 0.05 0.06 0.13

MJB0057 993-7 河頭 78.58 0.20 12.20 0.95 0.05 0.18 1.14 2.75 3.94
SD 0.23 0.06 0.11 0.10 0.05 0.04 0.04 0.12 0.15

MJB0001 710-6② 鬼界コアビ山 74.70 0.55 12.96 2.38 0.08 0.48 1.98 3.59 3.27
SD 0.22 0.05 0.07 0.10 0.05 0.04 0.07 0.12 0.17

MJB0037　9911-3 吉田麓 (Ysf) 76.65 0.34 12.81 1.38 0.08 0.32 1.63 3.72 3.06
SD 0.19 0.06 0.16 0.09 0.06 0.04 0.06 0.12 0.08

MJB0136  957-1(4)  八ヶ岳BBP (Yt-BBP) 77.64 0.20 13.02 1.07 0.07 0.36 1.77 4.06 1.81
SD 0.17 0.06 0.10 0.09 0.05 0.04 0.07 0.06 0.08

MJB0140  9012-1 八ヶ岳ヌカ１ (Kkt) 76.71 0.20 12.59 1.29 0.10 0.12 0.97 3.60 4.42
SD 0.13 0.07 0.08 0.07 0.07 0.04 0.04 0.05 0.10

MJA0073  64-4 長瀬 (K-Tz) 78.58 0.25 11.84 1.02 0.05 0.19 1.11 3.43 3.53
SD 0.19 0.08 0.05 0.06 0.06 0.03 0.05 0.10 0.12

MJA0278　8111-4(3) K-Tz? 76.42 0.26 13.03 1.19 0.10 0.28 1.34 3.39 4.00
SD 0.71 0.05 0.38 0.10 0.07 0.06 0.13 0.08 0.19

MJA0290　53-12 On-Pm1 75.86 0.18 13.79 0.99 0.12 0.24 1.60 3.62 3.59
SD 0.14 0.06 0.12 0.07 0.07 0.04 0.08 0.05 0.06

950707 Aso-4 72.10 0.46 14.79 1.61 0.14 0.39 1.27 4.49 4.76
SD 0.69 0.09 0.32 0.19 0.09 0.08 0.24 0.08 0.22

値は火山ガラス15粒子の平均値 (wt％)で，Totalが100％になるよう規格化している。SDは標準偏差。
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図 3.3.5-1 北海道のテフラの火山ガラス化学組成散布図 
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図 3.3.5-2 東北～九州地方のテフラの火山ガラス化学組成散布図 
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3.3.6 地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化 

(1) はじめに 

原子力機構では，既に炭素-14（14C），ベリリウム-10（10Be），カリウム-アルゴン（K-Ar）及びウラン・トリウ
ム・ヘリウム（(U-Th)/He）による年代測定が実用化されている。しかし，地質試料の生成プロセスは複雑で
あり，物質の供給源の変化による年代値への影響に加え，前処理方法や測定手法の違いによる年代値

の差異等，解決すべき問題がある。近年の年代測定技術の発展によって，データ取得については迅速・

簡便化されつつあるが，現状では最終的に得られたデータの解釈が困難になるケースが多い。正確な

年代軸を構築するためには，岩石，鉱物，土壌，堆積物，炭酸塩沈殿物，植物化石，地下水等，それぞ

れの試料の特性及び生成環境に適応した年代測定手法の開発が必要である。これらの年代測定に加え

て，試料の無機化学組成や同位体組成等の化学分析を実施することにより，過去から現在までの長期

的な地質環境の変遷を推定することが可能になる。ここで，効率的かつ必要な精度でこれらの分析を行

うためには，当時の古環境またはその後に生じた地質イベントに関する情報を保持している試料の選別

が必要である。しかし，採取した全サンプル中から得られる適切な測定対象物（植物化石，鉱物や化学

成分）は限られている。従って，地質試料の化学分析においても微小領域の測定を可能にする技術開

発が求められる。このため平成 28 年度は，年代測定法と化学分析手法の基礎技術の高度化及び微小
領域の分析手法の構築に向けて，前処理手法の改良を実施し適切な測定条件の選定等を継続して進

めた。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

① 年代測定法の高度化 

測定精度の改善のためには，既に実用化されている年代測定法の高度化が必要となる。加速器質量

分析法（AMS: Accelerator Mass Spectrometry）による放射性炭素（14C）測定は，地球科学研究等に必要
不可欠な年代測定法であり，有機物や炭酸塩の 14C 測定結果をもとに，地層の形成年代，地質イベント

の発生年代，地下水の滞留時間に関する情報が得られる（Iwatsuki et al., 20021)；Watanabe et al., 
20122)）。AMSによる 14C測定を実施するためには，試料洗浄，化学処理，燃焼，二酸化炭素の精製，グ
ラファイト調製等の前処理作業を行う必要がある。これらの前処理作業にはおおよそ数週間程度の時間

と多大な労力を要する。従って，AMS 技術の発展とともに，前処理手法の簡略化と迅速化が求められて
いる。平成 27 年度までに元素分析計（EA: Elemental Analyzer）を用いた前処理の改善手法として
EA-CO2回収法を検討した（Yoneda et al., 20043)；松中ほか, 20154)）。これまでに EA-CO2回収法により，

試料の燃焼及び二酸化炭素の精製については自動化されたが，グラファイト調製は手作業であり効率化

のため改良が必要であった。平成28年度は，自動グラファイト調製装置（Ionplus社製AGE3，図3.3.6-1）
を導入し，実用化に向けてテスト測定を実施した。加えて少量試料への適応についても評価を実施した。

一方で，10Be， K-Ar 及び (U-Th)/He については，標準試料及び天然試料のデータを蓄積することによ
り，測定精度の改善につながると期待される（Yamada et al., 20125)；Brockamp and Clauer, 20136)；

Horiuchi et al., 20137)；Vautour et al., 20158)）。平成 28年度において，10Be及び K-Arについては精度
改善に向けた測定条件の検討を継続して進めた。 

② 化学分析手法の高度化 

地下水中や地層中に残された炭酸塩等の物質から得られる地下深部の化学的環境（酸化還元環境

や pH）の変遷に関する情報は，過去から現在までの地質環境を把握する上で重要である。既往の研究
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では，炭酸塩試料中の鉄（Fe）やウラン（U）の組成分析から地下環境における酸化還元電位の復元が検
討されてきた（Arthur et al., 20069)；水野・岩月, 200610)）。また，地下水やボーリングコア試料等に含まれ

る希土類元素（REEs: Rare Earth Elements）の分布を明らかにすることにより，物質の供給源や酸化還元
環境の変遷に関する情報を得ることができる（Wood et al., 199711)；Och et al., 201412)；Munemoto et al., 
201513)）。近年の ICP 質量分析技術の発展により，環境中の微量元素の定量分析は大きく改善されてい
る。しかし，REEsの存在量は少ないため（地下水では ng/L以下），分析値が定量下限値以下となるケー
スが多い。さらに，海水の影響を受けた地下水試料ではバリウム（Ba）等の夾雑物による干渉のため
REEs の定量分析は妨害され，困難となる。その対策として，これまでに様々なキレート樹脂を用いた試
料の前処理手法が検討されている（山崎ほか, 200914)；Bourdin et al., 201115)）。その中でイミノ二酢酸型

のキレート樹脂（日立ハイテクフィールディング社製 Nobias Chelate PA1，以下、「PA1」）はアルカリ金属と
アルカリ土類金属を除去可能であり，天然試料中の REEs分析に用いられてきた。しかし，PA1は海水試
料への適用例が多く，河川や地下水試料での研究例は少ない（Sohrin et al., 200816)）。このため平成 28
年度は，キレート樹脂による微量元素分析の前処理手法の改良を継続して実施した。 

また，炭酸塩を構成する炭素や酸素の安定同位体比（13C，18O）は，炭酸塩の供給源や地下での挙動
を評価するために重要な情報となる（鈴木・川幡, 200717)；Watanabe et al., 20122)；Feng et al., 201318)）。さ

らに，走査型蛍光 X 線分析装置，X 線分析顕微鏡等の各種 X 線分析による化学分析や鉱物組成分析
については，標準試料及び天然試料のデータを蓄積し，適切な測定条件の検討及び標準試料の選定

等を進めることにより，測定精度の改善につながることが期待される（Chague-Goff et al., 201219)；

Yamasaki et al., 201520)）。そこで平成 28年度は，安定同位体比質量分析装置による 13C と 18O測定，蛍
光 X線による化学成分の定量分析を実施するため，適切な測定条件の検討を進めた。 

③ 微小領域の年代測定と化学分析手法の構築 

微小領域の年代測定と化学分析手法には LA-ICP 質量分析計が有効である（Wyndham et al., 
200421)；Large et al., 201422)）。しかし，14C年代測定や，13C，18O測定等，ICP質量分析計が適応不可で
ある場合，また定量分析が必要な場合は，マイクロミル等による微小領域のサンプリングが必要である

（Hoffmann et al., 200923)）。適切なサンプリング箇所を選定するため，ルミノスコープ等のカソードルミネッ

センス装置を用いて微小領域を観察し，マイクロミル装置を用いて微小領域を削り出すことにより，各種

分析装置に必要な試料を得ることができる（Gillhaus et al., 200024)；坂井, 200625)）。このため平成 28年度
は，カソードルミネッセンス装置について適切な測定条件の検討を継続して進めた。 

(3) 実施内容・結果 

① 年代測定法の高度化 

平成 28年度は，14C年代測定を迅速かつ効率よく行うため，AGE3（図 3.3.6-1）を用いた地質試料のグ
ラファイト調製について適用条件の検討を進めた。本研究では，標準物質である IAEA- C5，C6，C9 及
びNIST-SRM-4990C（NISToxII）を用いて，AGE3による前処理システムの適用性を評価した。IAEA- C5，
C9 は埋没した天然の樹木試料，IAEA-C6 はショ糖，NIST-SRM-4990C はシュウ酸である。IAEA-C9 は
放射性炭素濃度が低いことから（合意値；consensus values，0.12～0.21 pMC，95%信頼区間，Rozanski
et al., 199226)），AGE3のバックグラウンド評価に使用した。EAは Elementar社製の Vario MICRO cube
を用いた。キャリヤーガスは高純度ヘリウム（99.9999％，流量約 200 mL/min）を用いた。標準試料を錫箔
（4×4×12 mm，Elemental micro analysis社製）に包み，オートサンプラーにより EAの燃焼炉内の石英
製燃焼管（920℃）に導入した。燃焼管内の酸化剤として酸化銅（元素分析用，Elementar 社製）を使用し
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た。還元炉内の還元剤として還元銅を使用した（元素分析用，Elementar 社製，還元炉温度 550℃）。ま
た，硫黄やハロゲン除去のため，シルバーウールを使用した。 

ペレトロン年代測定装置で得られた実測値と報告されている合意値とを比較し，AGE3 の有効性を評
価した。測定結果は IAEA-C5 で 23.38±0.13 pMC （n=6），IAEA-C6 で 152.41±1.49 pMC （n=6） ，
NIST-SRM-4990C で 132.65±0.74 pMC （n=6）であり，各標準試料の 14C の合意値（Stuiver, 198327)；

Rozanski et al., 199226)）とおおよそ±2σの範囲で一致した。従来法であるガラス製真空ラインを使用し
た手法による 14C 測定の不確かさを考慮すると，おおよそ±1σ程度で一致することが理想的ではあるが，
今回報告した結果について測定数は 3～6 回と未だ少なく，今後継続して測定しさらに評価を進める必
要がある。ただ，現状においても研究内容によっては±2σの不確かさを許容できるケースが多く， 
AGE3は地質試料等の年代測定に適用可能であると考えられる。また，バックグラウンド評価として実施し
た IAEA-C9（木片）は 0.33±0.02 pMC （n=3）であり，地質試料の年代測定において十分に適用可能で
あると考えられる。従来法でバックグラウンド評価に使用されている IAEA-C1（炭酸塩）の測定結果は
0.15±0.01 pMCであり，IAEA- C9の結果と比較し同程度であった。しかし，実際の炭酸塩試料へAGE3
を適応させるためには，元素分析計による炭酸塩試料の燃焼効率や混在する有機物の影響について検

討が必要である（Wacker et al., 201328)）。一方，封管燃焼法による少量試料での検討において，

IAEA-C5（木片）, C7（シュウ酸）の測定結果では C7の 1点（測定回数 6）を除き±1σの範囲で合意値と
一致した（図 3.3.6-2）。 C4（木片）では炭素量の減少とともに 14C 濃度が増加する傾向が見られた（炭素
量 0.3mgで最大 1.29 pMC）。 NIST-SRM-4990Cでは炭素量 0.5mg及び 0.7mgでの測定結果において
±1σの範囲で合意値と一致した。また，10Be 測定については，前処理方法の改良としてキャリア試料の
検討を進め，さらにペレトロン年代測定装置による測定時の検出限界の改良に向けて試験測定を継続し

て実施した。K-Ar については，Ar 定量における大気起源 Ar の評価手法の改良を継続し，年代測定の
精度改善に向けて検討を進めた。 

② 化学分析手法の高度化 

平成 28 年度は，キレート樹脂による微量元素の濃縮手法と妨害元素の除去方法を継続して検討し，
ICP 質量分析計による標準試料及び天然試料中の微量元素測定を実施した。キレート樹脂による REEs
濃縮操作を地下水試料へ適用させた結果について集約した（Watanabe et al., 201829)）。炭酸塩の 13C，
18O 測定については炭酸塩前処理装置付きの安定同位体比質量分析計による，標準試料及びテストサ

ンプルの測定を実施し，測定条件の最適化を継続して進めた。さらに，走査型蛍光 X線分析装置，X線
分析顕微鏡等の各種X線分析による化学分析や鉱物組成分析については，標準試料及び天然試料の
測定を実施しデータを蓄積した。走査型蛍光 X 線分析装置を用いた岩石試料の主要元素及び微量元

素の定量分析について，東濃地科学センターで構築した分析手法をとりまとめた（清水ほか, 201730)）。 

③ 微小領域の年代測定と化学分析手法の構築 

炭酸塩鉱物の年代測定と化学分析により，過去の酸化還元環境の変動等に関する情報が得られる。

平成 28 年度は，炭酸塩試料のカソードルミネッセンス像を継続して取得し成長構造を可視化させるため
に，試料に適したルミノスコープの測定条件を設定し，炭酸塩沈殿物の成長構造の把握を検討した。 

(4) 主な成果と課題 

平成 28 年度は，年代測定法の高度化として 14C と 10Be 測定の前処理手法の改良，化学分析手法の
高度化としてキレート樹脂による微量元素濃縮手法と妨害元素除去方法の改良等を継続して実施した。

天然試料の 14C年代測定では，AGE3による試料燃焼, ガス分離, 及びグラファイト調製機能を適用させ，
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前処理過程の簡便・迅速化を進めた。さらに標準試料の 14C測定を実施し，高収率及び低バックグラウン
ドで測定可能であることを実証した。また，キレート樹脂による希土類元素，ウラン等の選択的回収法の

改良では，分析条件の検討を進め安定した結果を得られるように調整した。今後は，年代測定及び化学

分析についてさらに微少量での測定を進める。微小領域の年代測定と化学分析手法の構築については，

多様な天然試料への応用を進めるため，継続してデータを蓄積していくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.6-1 ペレトロン年代測定装置における AGE3の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.6-2 ペレトロン年代測定装置における少量試料の 14C測定結果 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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